
23

ILOにおける消極的団結権の問題

…ILO条約の成立過程をめぐって…

九州大学石松亮二
九州工業大学古賀昭典

　1．　はしがき　　　　　　　　　　　　　　　　　ところである。

　2・　ILO第10回総会における討議　　　　　　　　　たとえば，フランスでは，1956年4月27日法

　　（1）　’1［務局の報告111：と質問i「1：草案　　　　　　　　　‘1）が，チエック・オフと組合保障措置を禁止し

　　闇　結社の自由委員会における討議　　　　　　　て，消極的団結権を保障し，また，スイスにおい

　　㈲　第10回総会における討議　　　　　　　　　　ても同様に，1956年9月28u法がf空｝，組織強制

　3・　ILO第87号および第98号条約の成立過程に　　　のための条項または手段を違法として，組合不加

　　おける論議　　　　　　　　　　　　　　　　　入の自山を保護した。西独においても，基本法上

　　m　国際的規制への動き　　　　　　　　　　　　消極的団結権は保護されているとするのが有力な

　　②　事務局草案と報告書　　　　　　　　　　　　多数説である（8）。また，アメリカにおいても，

　　（3）総会・結社の自由委員会における討議　　　　惜州の動労権立法力｛，ユニオン・ショツプ等の組

　　ω　第30回総会における討議　　　　　　　　　　合保障措置を禁止し（4），イギリスにおいても，シ

　　㈲　質問書に対する各国政府の回答　　　　　　　　ヨツプ制に対する批判的見解が現われている（田。

　　㈲　第31回総会の結社の自由および労使関係に　　　　ところで，我が国においても，ここ数年来，1

　　　関する委員会における討議　　　　　　　　　　LO第87号条約の批准問題が，国会の内外におい

　　㈲　第31回総会における討議　　　　　　　　　　て激しく論議され，その批准が久しくまたれてい

　　面　・∫［務局の第3次報告書に対する各国政府の　　　るところであるが，その間において・ユニオン・

　　　回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ショップ制の問題についての検討の必要性が提起

　　⑨　第32回総会・労』使関係委員±の報告　　　　　　されω㌔　特に使用者側から1ま，ユニオン・ショ

　　｛10　第32回総会における討議　　　　　　　　　　ツプ制と労働者の組合不加入の自由の問題とし

　4・結　語　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て，労働組合法第7条第1号の検討が要求された

　　1　はしがき　　　　　　　　　　　　　　　　　　ところであった｛7㌔

　　労働者の必然的団結である労働組合が，その組　　　　ここに，ILO第87号条約の批准問題を控えて

　合員数の拡大強化のために行なういわゆる組織強　　　いる今日，ILOという国際舞台を通して・消極

制は，団結の必然的機能であって，団結からの脱　　的団結権の問題を考察するのも意義があろう。特

退の白由や団結に加わらないでいる自由のような　　　に，戦前の第10回総会と戦f妾の第87号および第賠

　労働者の個人的自由は，団結の強制の前には，制　　　号条約の成立をめぐる一連の総会とにおける討

約されることになる。これが，ユニオン・ショツ　　議，質問ili：に対する各囚政府の回答などに現われ

，プ制などの組合保賄措置と労働者個人の酷極的団　　　た剖極的団結権の問題を考察することによって・

結権との閲係に関する問題であるが，特に第2次　　　この問題に対する国際的規制の基本的態度を確認

　大戦後，各国において，クローズド・ショツプや　　　し，かつ，各国の法制・伝統および実態を背戴と

　ユニオン・ショツプなどの各種の組合保障措置を　　　して表明された各国政府の態度や各代表の意見を

禁止制限する立法がなされ，消極的団結権の保陳　　通して，各国における国内的規制に対する態度の

を定めるのが世界的傾向として現われてきている　　一端をも併せてうかがい，この問題に対する国際
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的，国内的規制の動向をさぐることによって，問　　は，理事会に対し・結社の白由に関する各国の法

題の本質とモの推移を明らかにするとともに・今　　制を調査し・調査完了の上はこれを紐会の議題と

後の議論の材料を捉供しようとするものである　　するよう要詰するものであったu㌔この問題が

‘8）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　紐会の議題とされたのは，1927年の第10回総会で

　荘（D外尾健一「フランスのショップ御」季刊労働　　あったが・これに先立って・事務局は・先の総会

　　　法第31号186－198頁参照　　　　　　　　　　　　の決議にもとずき，結祉の自由に関する各国の法

　　②花見忠「スイスの組合保障制度」月刊労働問　　制を比較研究し，総会討議の準描として報告；1；：を

　　　題1959年12月号46－50頁参照　　　　　　　　　発表すると同時に，質問Jl：草案を作成した・

　　　Vgl’Wahe「Hu9’”Die　neue　schw亡ize「i一　　　先ず，告国法制に関する」［務局の霞告：！1：（2）に

　　　§che　Ge5etzgebung　Uber　den　Gesamta「b一　　よって，当時の各国における状態を展望し，この

　　　eitsve「t「ag　ulld　dessell　Allgemeinve「bin－　　lil］題の国際的規制に対する背景の認識のための一

　　　dli・hk・itl“RdA　llJ・・Heft　3’Ma「z　1958　助とし。う．この報部・によれば剛人の「団結

　　　SS・81－89：　　　　　，　｛〔参力11せざるの舳」については，労働組合1鋤

　　　（3）政㌶㌫綜謬慧㌶界」法の蹴ら訟綱1人の抽噺の竺
　　ω本多淳亮「ア・リ嬬お・ナるシ。ツ酬端　砿財ることに努めてきたことを・忍め・「≡て

　　　能と法理」法学雑踏第6巻第3号．38－76頁お　　団結に参加することを差控ふる自山は・団結目’由

　　　　よぴ古賀昭典「米国州労働法と団結強制」九州　　　の原理巾に包含せられて居るものと認められる」

　　　工業大学研究報告第7丹13－27頁参照　　　　　　とし，団結不加入の権利が明示的に保障されてい

　　　㈲花見忠「消極的団結権の反省」月刊労働問題　　　る国として，ブラジル（1907年の条令第5条）口

　　　　1959年第13号・52－60頁参照　　　　　　　　　本（1900年3月10口治安警察法），ハンガリー

　　　cLJean　T・Mckelvey・“The‘‘Closed　ShoP”　　　（1B84年工業法第152条）を挙げ，そして，チリ

　　　Cont「ove「5y　in　Postwa「B「itain’”Indus－　　一においては，労働組合に関する1924年9月8El

　　　・・i・1・・dL・b・・Rd・ti°“s　Revie礼V°L7　法第28条力・，労働船は，鰍の1油，ジナ働の白

　　　固1運藷義藷融繍：㌶ξ誉聯↑麟蕊鰺；
　　　　第1巻第3号（1959年）59頁参照。　　　　　　　　いる。さらに・団結権の特別の保護が・　「個人が

　　　⑦労働問題懇談会国際条約小委員会（第7回）　　団結の外にとどまる権利」にも及んでいる例とし

　　　議事録参照。花見・前掲論文・59頁参照。　　　　　て・ベルギー　（1921年5月24目法）・ギリシヤ

　　　〔8）この問題については．すでに．花見忠「IL　　　（1914年6月21日一？月4Ll法）およびルーマニ

　　　　0と消極的団結権｛1）②」日本労働協会雑誌第1　　ア（1921年5月24口法）を示している（3〕。次に，

　　　　巻第3号（59－68頁）第4号（44－50頁）の研　　　組合選択の自由にっいては，報告書は，　「団結権

　　　　究があるが・モれには若干不正確な点があり・　　は，政治的，宗教的信条に従い，またはモの道徳

　　　　また・質料的に不充分な部分もあろので・本橋　　的，智能的考え方に従って，自己の希望にもっと

　　　　は・いらいち指摘しないが・訂正補充し・さら　　も適合すると恩われる如何なる組合にでも加入し

　　　　に・酬として・IL°の醐の酬階検討　うる酬を醜するものであるという見解が＿般

　　　　：：▲：蕊質論点を余すところに行われている」とみている・・㌔また・「魎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　員が団結より脱退する権利」については，報告苫

　2　1LO第10回総会における討議　　　　　　　　は，「職業的団結に関する法律は，多くの場合，

　（D　’1三務局の報告書と質問書草案　　　　　　　　　これよりもはるかに進んで，組合nが一切の場合

　1924年ILO第6回総会において，口本の労働　　　において，かつ規約の文言の如何にかかわらず・

者代表鈴木文治によって提出された「結社の自　　なんらの予告もなく，団結から脱退しうることを

由」の問題に関する決議案が採択されたが，これ　　　認めている」と述べ，この例として，ブラジル・
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チリーフランス・判シ毛ポルト加レおよび　の舳に関する質1昌」・隅：案」を作成したカ・の，

ルーマニアを挙げている（5㌔　いわゆる「組織強　　　「団結の権利」を定義するその第3問は，消極的

制条項」については・擢告書は・「強制的組合主　　　団結権については，何らふれていなかった。その

義条項」　（compulsory　unionism　clause）なる　　節3問は，次の適りである。

用語を用いているが・これに対する各国の傾向に　　　　（3）団結ノ権利トハ左ノ如ク定義スルコトヲ

っいての事務局の報告書によれば「田・ベルギご　　　以テ適当ナリト考ヘラルルヤ。

では・組織強制条項は・その目齢‘労働者を強制　　「労働叡ハ｛吏用者力労働散ハ使用都シ

して組合に加入させようとすることにある場合に　　　　テノ利益ヲ共同シテ防衛スルカ為二団結スルノ

は，無効とされるにすぎず，従って，この条項の　　　権利」（ω

履行を確保するためのストは違法ではないとさ　　　固　結目二の自由委n会（9〕における討議

れ、ドイツでは・ライヒ裁判所は・団結の自山は　　　’」［務局によるこの質問il］・草案を討議するため

団結不加入のrl由を含むという理由から・この条　　　に，萎n会は1927年5月27日から9回にわたって

項またはこれを要求するストは違法であると判決　　討議を重ねた。質問IIF第1問および第2問につい

し，ライヒ最高裁判所は・これがために非組合員　　　てはf可ら著しい議論がなかったが，第3問につい

の生活が脅かされた場合にのみ違法であるとして　　　ては，以下に考察するように，極めて激しく議論

いる。牙一ストリアでは，裁判所は，ストライキ　　がなされた。

の脅迫だけでは，脱退組合員弼1棚合員の解雇の　　委員会の討議についての委員会の報告・1・⊃によ

正当な理由とはならないと判決している・デンマ　　れば，先ず，スイスの使用者側代表ツァウト

ークでは，かかる協約条項は・労働者が雇主に対　　（Tzaut）は，第3問の終りに，「但シ個人ノ自由

してその被用者を自由に選択する権利を認めた　　ハ右個人力団結セサルノ権利ヲ有スルノ意味二於

1898年9月の協定に違反する。アメリカでは・壺　　　テ保障セラルルモノトス」（n）という文言を附加

邦裁判所は，トラスト取締法に拠って・非組合員　　すぺしという修正案を提出した。これに対して，フ

を雇傭から排除する手1『置はすべて州際商業に対す　　ランスの労働者側代表ジュオー（Jouhaux）

る制限であると判決している。フランスでは・酷　　　は，団結する権利は団結しない権利を包含するこ

主に対してその被用者のn由な選択を妨げること　　とには異議がないが，自己の欲する団休に加入す

および圧力解履を目的とするストライキは・権利　　　る権利をも包含するものであるとして，第3問の

濫用であると考えられている。イギリスでは・か　　「利益ヲ共同シテ防衛スルガ為二団結スルノ権・

かるストライキは，殖主の業務経営に対する不当　　　利」を，　「利益ヲ共同シテ防衛スルガ為二其ノ欲

な干渉であり，契約違反の煽動であるという理由　　　スル如何ナル団体ニモ自由二団結スルノ権利」（場

から，正当でないと認められる。しかし・議詮判所　　　と修IEすべしとする修正案を捉出した。この「自

は，多くの場合において，クローズド・ショップ条　　　由二」（freely）という語は，委員会の報告によ

項，その履行を目的とする暴力を伴わない圧力・　　れば，単に団結する権利または団結しない権利に

労働者の組合加入を目的とするストまたはストの　　　触れているだけではなく，何らかの団結を自由に

脅迫は違法ではないと判決している。スイスで　　選択する権利にも触れるものであった。ところ

は，辿邦哉判所は，従来の判決の範囲を制限し，　　で，先のツァウトの提案に対して賛成意見を述べ

生産手段の社会化を宣言する労働組合に，その職　　　たイタリー｛吏用者側代表オリヴェッチ（Ol一

を奪うという脅威の下に加入を強制することを1ヨ　　ivetti）は，近代社会においては臼由は絶対的の

的とする行為は，意見の自由を侵害し，公序良俗　　　ものでないから，如何にして各種の白由を調和す

に反すると判決するに至っている。　　　　　　　　べきか，団結の白山は如何なる場合一般的自由ま

　以上のように，消極的団結権と組織強制に対す　　　たは個入的自山を侵犯し，また如何なる範囲にお

る当時の各国の法制について，調査報告し，その　　　いてその活動を為すべきかに問題がある。従っ

認識をもって，背務局は，5項目から成る「結社　　　て，ツァウトの修IE案は団結の自由と他の紐類の
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自由との問の凹係を定めるものとして，来年の総　　　　しかしながら、以上のような反対論にもかかわ

会において採決すべきよう各国政府に提示すべき　　らず，採決の結果・結局ツァウトの修正案は，18

問題であると主張した。　　　　　　　　　　　　票対17票で採択された。

　しかし，労働者側代表は，ツァウトの修正案に　　　　ところが，このようなツァウト修正案の保択に

はこぞって反対意見を述べた。先ず，ドイツ労働　　　よって団結しない権利を保障するときは・使用者

者側顧問ネルペル（N6rpel）｝ま，この問題を総　　側による濫用の恐れがあるとして，これを防止

会の議題とした目的は，使用者および労働者に対　　し，ツァウト修正案の効果を減殺するために・ド

して団結する甜極的権利を確保しようとすること　　イツ労働者側顧問カンデラー（Dr・Kandeler）に

にあって，　「団結しない消極的権利を確保しよう　　　よって，第3問に対する最後の修正案として、第3

とすることにはない」のであって，ジュオーの修　　問に次のような条項を附加するよう提案された。

正案はこの目的にとり充分であり，ツァウトの修　　　　「団結ノ権利ハ左ノ条項ヲ採択スルコトニ依リ

正案は不必要であると論じた。イギリス労働者側　　　テ保障セラルヘキモノト考ヘラルルヤ，労働組合

代表r日ウルトン（Poulton）は，条約案を提出す　　上ノ目的ヲ有スル団体二加入セサルノ義務ヲ課ス

る目的は個人の奪われた権利を確保し，かつ各国　　ル雇傭契約中ノ条款ハ総テ之ヲ無効トス。右ノ如

政府に対し右の目的を達する方法を提供すること　　キ団体ノ組合員タルノ］型由二基キテ為シタル措置

にあるが，今日実際上諸国において労働者は自己　　ハ総テ之ヲ述法トス」。（13）

の欲する団体に加入することを認められていない・　　これに対して，先ず，イタリー使用者側代表オ

有様であって，団体に加入しないでいることを禁　　　リヴェッチは，カンデラー博士の修IE案は問題の

止されることはない。従って，重要な点は，労働　　一而のみを観察するものであって，むしろ総会は

者が白己の欲する団体に加入する権利を奪われな　　各国政府に対し，オープン・ショップとクローズ

いことを確保することである．故にツァウトの修　　　ド・ショツプの両制度のうち一方のみを認むべき

正案はこの目的のために必要でないと述べた。ま　　かまたは両者をともに認むべきかを徹底的に諮問

た，オーストリヤ労働者代表ショルシュ（Scho一　　すべしと述べた。

rsch）は，条約案を採択する目的が団結の日由に　　　　これに対して，カンデラー博士は，団結しない

関し制限の存する国において団結の自由を確保　　個人的権利を保護するという口実の下に，労働者

することに在るとすれば，ツァウトの修正案は右　　　の団体加入の権利を奪おうとすることは，自由で

の目的を達する上において支障になる。ただし，　　はなくて，むしろ強制である。これがその修花案

団結の自由は団体に加入するのみならず，「団　　の前段の趣旨であり，後段に関しては，労働者が

体に加入すべく他人を誘惑する権利をも包含す　　雇傭契約を締結した後団体に加入しかつそれを理

る」ものであるから，と論じた。さらに，ギリシ　　由として解雇された場合に関係するオリヴェッチ

ヤ労働者側顧問マウー（Maou）は，ツァウトの　　　修正案は，極端に失する。クローズド・ショツプ

修正案が採択されるならば，政府および使用者に　　の制度は絶対的独占制となる場合には個人の自由

対し，労働者が労働組合に加入しないよう強制す　　　を侵害するが，自分の修正案の後段は何んらこの

る武器を与えることになり，団結しない権利を確　　ような意味を有するものでないと主張した。

保することは労働組合の存立を破壊するもので　　　賛成意見として，フランス労働者側代表ジニオ

あると述べ，ドイツ労働者側顧問ネルペルも，ツ　　ーも，実際上労働者は，雇傭される際，法律およ

アウトの修正案が容れられた場合には，使用者に　　　び慣習に反し労働組合に加入しない趣旨の約束を

対して，労働者との間に，労働者が労働組合に加　　　されることがしばしばある。しかしながら，かか

入しないこと，およびこれに加入するときは解雇　　　る約款の違法なことはもちろんであり，本委11会

されることを約定することを可能ならしめ，モれ　　は団結自由の原則を確認しようとしているのであ

は，この問題が議題となっている目的を全く没却　　　るから，使用者が右の自由を軽視しないように，

するものであると論じた。　　　　　　　　　　　　これを明確にすることが望ましいと述べた。
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　ジュオーの挙げた例に対し，ベルギーの使用者　　　って，全世界のプロレタリア階級にとって，新形

側顧問ジェラール（G壱rard）は，労働者が雇傭　　式の専制の奴隷となる大きな危険がある。我々は

を確保するため労働組合に加入することを強制さ　　すべての形式の専制に反対するが，労働者がその

れる場合・または組合員労働者が非組合n労働者　　職業的利益を擁護するために自由に団結しうるこ

とともに労働することを拒絶した場合のあること　　とを欲する所以もまたここにある。労働組合の組

を引合いに出して，これこそ個人の自由に対する　　　織は，個人的労働者がモの欲する団体に加入する

真の侵害であるというべく・オリヴェッチ修正案　　権利を有効に保護するためには，強制的（comp一

はこの点について各国政府の意見を徴しようとす　　ulsory）なものたるべきであると述べた。

るもので誠に時宜を得たものであると述べた。　　　　　委員会案に賛成意見を述べたベルギー政府代表

　以上の討論の後．カンデラー修正案について採　　　マハイム（Mahaim）は，労働者側の修正案は，

択の結果・16票対18票で否決され，結局，委n会　　労働者に対してその意に反して団結することを強

によって採択された質問書案第3問の「団結の権　　制しようとする場合の民事上・刑’｝［上の制裁を規

利」に関する定義は，次のようなものとなった。　　定するペルギー法に直接矛盾するが故に，受諾し

すなわち，第3問全体は，次の通りである。　　　　　えないと述べ，委口会案の第3・問は全く適切であ

　　（3）団結ノ権利トハ左ノ如ク定義スルコトヲ　　　るとし，フランス政府側代表ゴダール（Godart）

　以テ適当ナリト考ヘラルルヤ　　　　　　　　　　　もこれを支持した尊

　　「労働者又ハ使用者力労働者又ハ使用者トシ　　　なお，ここで，次節で考察する第30回総会にお

　テノ物質的及ヒ精トil的利益ヲ共同シテ防術シ及　　　ける討議で述べられたクリスチャン労働組合主義

　増進スルカ為二法律上ノ方式二遵ヒ其ノ欲スル　　者の意見との関連から，この第10回総会における

　如阿ナル団結ニモ団結スルノ権利，但シ団結セ　　オランダ労働者側顧問として出席したキリスト教

　サルノ権利ヲ保障スルモノトス」。（川　　　　　　労働組合系のセラランの意見をみておく必要があ

　㈲　第10回総会における討議　　　　　　　　　　る。

　右の委口会の決定した質問甚｝案に対する総会の　　　オランダ労働者側顧｛問セララン　（SerT肛ens，

討議は，1927年6月11日の第16回会議（15｝におい　　　member　of　the　Committee　of　the　Federation

て，委員会の報告者であるフランス政府代表フオ　　of　Ca止olic　Trade　Unions；Secτetary　of　the

ンテーヌ（Font且ine）の報告により開始された。　　Intemational　CDnfederation　of　Christian　Tr一

　総会においては，労働者側は，消極的団結権の　　ade　Unions）は，結局先のベルギー労働者側代

保障を規定した第3問の但書の削除を要求して，　　　表ムルタンの意見に賛成するが，その意見には，

こぞって反対意見を述ぺた。　　　　　　　　　　　次節でみる第30回総会において，一般の労働組合

　先ず，ベルギー労働者側代表ムルタン　（C・　　に比し少数組合化したクリスチャン労働組合の代

Merten5）は，我々はここでは団結の自由を討議　　表者が少数組合権を主張せぎるをえなくなったこ

することになうているし，しかも団結の自由の確　　　とに通ずるものを感ずることができる。すなわ

認は団結しない自由を含んでいるが故に，団結し　　ち，彼は次のように述べている。「我々は，労働

ない自由を特別に取扱う必要はないとして，但：遊　　者が自己の好む如何なる組合にも加入しうる完全

の削除を要求した。フランス労働者側代表ジュオ　　　な自由を欲する。国家は，唯一つの組織の組合員

一も，総会に捉出されている問題は団結の自由の　　資格を課す権利をもつべきではないし，・使用者も

行使を確保し保障することを目的とするものであ　　　また同様である。若干の国では，使用者は・労働

って，個人の自由の問題はこれとはなんら関係な　　者の利益を擁謹すると見せかけて，実は使用者の

く，両者を混同すべきでないことを指摘して，同　　利益を｛封［遭する一定の労働組合の組合n資格を課

趣旨のことを述べた。特に，チリー労働者側代表　　　そうとしている。国家は，もちろん，自己に反対

マルシャン（March且nt）の主張は次の如1く強力　　する如何なる組織も承認することはできないが・

であった．すなわち，個人的自由主義は危険であ　　唯一つの組合の組合員資格を課すぺきでもない。
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そこで，国家および使用者がこの間題に発言権を　　　刷におくことはできないし，また同じ様に取扱う

もつべきでないとすれば，労働者も自己と異る惹　　こともできない」と論じた。

見をもつ他の労働者の団結権を妨害すべきではな　　　ただ，結社の自由委口会の報告者であるフラン

いということを強調することもまた必要である。　　　ス政府側代表フォンテーヌは，提案理由として，

疑もなく，労働者の中には色々な傾向がある。そ　　　「団結の自由は団結しない自由を含むということ

れ故，ある考えをもつ一派の労働者は，白己と異　　に関しては，一般的に一致しているが，ただ閥題

る労働者の白由を尊重すべきである」と。　　　　　は，団結の自由を取扱う質悶田：において明白に団

　総会における討議は，さらに6月14日の午前の　　　結しない自由を強認することが当を得ているかど

第19回会議‘間に持ち越された．　　　　　　　　　うかである。私は，この質問は，来年考慮するの

　ここでは先ず，スイス使用者側代表ツァウト　　に役立つような極めて興味ある各政府の回答をも

が，労働者側の修正案に反対し，労働者側代表の　　たらすであろうから，有益な質問であろうと考え

「団結する権利は他人を団結すべく説得する権利　　る」と述べて，ツァウトの意見を支持した。

を包含するものである」という意見に対して，こ　　　以上のような討議の後，第3問中の消極的団結

の言葉は極めて危験な提言であうて，実際，この　　権に関する但譜の削除を要求する労働者側の修正

ような他人をして団結すべく説得する権利は往々　　案は，採決の結果，質成44票対反対59票で否決さ

にして極めて望ましくない方法において行使さ　　　れた。

れ，個人はこのような圧迫に対して保護さるべき　　　この後，各問についての討議が行なわれ，いよ

である。それ故に，各国政府をして，必要に応じ　　いよ，質問書案全休の票決が行なわれることにな

て団結の自由は団結せざる自由を含むということ　　　ったが，労働者グループの要求により，同日午後

を指示しうるようにすることが絶対必要であると　　の総会まで延期された。

考える，と述べた。　　　　　　　　　　　　　　　　同14日午後の第20回会議〔1〒｝においては，先ず，

　これに対して，ポーランド政府側代表チーミー　　労働者側グループは，第3問に関する修正案が容

キ（ZiemieckDおよびドイツ政府側顧問ガスナ　　れられない場合は，本質問譜：案には反対であり，

一（Gassner）は，ともに，団結の自由は団結し　　かかる総会の情勢の下では来年の総会に本問題を

ない自由を含むということは正しいが，団結の自　　上程しても労働者のために利益ある条約案を作成

由に閲する質問書案の起草にあたっては，団結の　　することは到底不可能であるから，来年の総会の

自由を定義すべきであって，団結の自由自体と関　　議題とすることにも賛成しえないという態度を表

連しない観念をその中‘こ含ましめることほ望まし　　　明したコ

くなく，質問書は不可欠のものに限らるべきであ　　　かくて，賛問書案全体に対する採決の結果，賛

るとして，但書削除の案に賛成した。　　　　　　　成42票，反対54票で否決されてしまった。この結

　フランス労働者側代表ジュオーも，「委員会に　　果，団結の自由の問題を来年度総金の議題に上程

おいて，私は，団結の白由は団結しない権利を含　　　すべきか否かの票決を行なうぺきか否かの問題が

みかつそれと同等であるということを認めた。し　　生じたが，インド政府代表カー一ショー（Sir　Ker

かし・我々はここでは団結の自由を擁護すべきで　　　shaw）の提案が50票対42票で採択され，質問書

ある。他の形式の自由は，各国における憲法や法　　　案を委員会に再送付し，妥協案を発見すべく再審

律によって保証されている。それ故に，団結の自　　議を求めた。

由を取扱う質問書においては，他の形式の直由に　　　　この臨時委員会においては，ブラジル政府側代

触れる必要はない。平和条約第13条は，蔓延して　　表アラガオ（Aragao）によって，」丁務局の原案

いる苦蛙と不正の状態を排除するために，団結の　　　の第3問および第4問に，「然らざれば」，すな

自由を促進し発展せしめる必要性を認めている。　　わち，この定義を承認しえざれば，「如何なる定

かように第13条において認められている団結の自　　義を提案せらるるや側」の文言を附加すべしと

由は，それ故に，個人の団結しない自由と同一平　　　する妥協案が提出されたが，賛成7票，反対22禦
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で否決され，結局，労働者側グループは，来年度　　　　　コトヲ思ヒ　国際労働機関ノ存立目的タル国際社

総会の議題にこの問題を上程する決定には反対投　　　　　会法制ノ発遼ハ右ノ権利力自由二認メラルルニ非

票する決意を表明し，他方，使用者側グループも，　　　　　サレハ実現セラレ得サルコトヲ思ヒ　平和条約労

我々が必須的と考える修正案を具体化しない質問　　　　　　働編二掲クル原則中二於テ労働者ノ団結権力明白

書案はこれを承認しえないと述べた結果，委員会　　　　　二認メラルルノ事実ヲ想起ス

は，総会に提案すべき妥協案を発見することがで　　　　　結社自由二関スル文書上ノ調査ヲ継続シ且其ノ範

きなかった。　　　　　　　　　囲ヲ拡張シテ本馴ノ細二於ケル酬適用諏
かくて・瓢15・嶋剛1会議・町にお　：嘉驚警鷲駕塁：稔：則二
いて・団結の抽の問題を来年度総会（1928年）　　対スル充分ヨ・ル靱。確保スルノ纈。齪ス，レ

の議題に上程するか否かの採決が行なわれたが・　　　　　ノ目的ヲ以テ本問題ヲ将来ノ総会ノ会議事項二加

乙れに先立って・フランス労働者側代表ジュオー　　　フル珂否ヲ糊スルコトヲ理事会二要求ス」

は次の如く述べ｝団結の自由が他の一般のllr民的　　　　　社会局「第6回国際労働総会議事録」第1巻151

自由と異なる・より高次のものであることを主張　　　　　一152頁参照，飼手1’悟・戸田義男rlLO国際

している点は，団結の自由の問題に関する重要な　　　　　労働機関」209－211頁参照

観点として，注目に値する。すなわち，「労働者　　　　註｛2）この報告井は．ILO東京支周により酬訳され，

側グループの意見によれば，この条約案の目的　　　　　国際労働局緬「各国法制上より見たる労働団結の

は，団結の自由の必要性とその発展の促進を規定　　　　　自由」（巌松堂・昭和2年）として出版きれた・

する平和条約第13条に掲げられた原則を公認する　　　　　当時の各国法制に関する以下の叙述は・本書にょ

ことである．しかしながら訓人の問題や他の形　　つたが・訳梧や文齢不適当なものは・舶証

式の舳に関する方式搬案さオτ，しかも，これ　　’．類した・特に・酬齢蟻（t「ade　uni°一

ら他の形式の自由をもつて団結の白U］に榔　 ㌶（竺m鷲繋1’蕊鷲驚
え・かつ・これを同一平而に置かんとする企てさ　　　　　は．紐識強制条項に改めたことを断っておく。

えなされてきた。このような方式の採択は・各国　　　註㈹国際労働局編．前掲書．34＿35頁

政府をして・団結のn由を保障せずして却ってこ　　　註ω前掲書吋6頁

れを制限し組合活動を無力化することを得しめる　　　註固前掲書．49＿50頁

であろう。このような点に鑑みて・労働者側グル　　　註㈲前掲再．124－128頁

一プは・国際労働総会によるこの問題の討議の時　　　註｛7｝see　League　ol　Nalions，　Intemational

期が熟するまで，これまで採ってきたすべての手　　　　　L乱b。ur　Conference，　Tenth　Session，　Gen一

段によって，団結の白由の承認を克ちとる闘争を　　　　　eva　l927・Volum　1－First・Second　md

継続する方がよいと考える」と。　　　　　　　　　　　Third　Part5・International　Labour　OIIice

かくて、操決の結果，賛成280｛，反対66票で否　　G・－1927・P・638｛1）D「alt　questl°n”ai「e

決され，団結の舳に関する条繊択の問題は，　　p・・…ed　b・・he　l・te「nati°nal　Lab°u「

すでに醐案作成の酬こおし・て全く失敗に終　㌶L第1噸労蹴酬録」酬

つた・　　　　　　　　　　註（8）3．D。，。u、。。、id，，・h，・・h・，igh・・1

　しかし，この問題をめぐる労使の各代表による　　　　　c。mbination　would　be　adequately　defined

討議のll：1には，消極的団結権に関する本質的な間　　　　　as　foll。ws：・・the　right　of　workpe。ple　and

題が提起されていることは，石’過しえない。　　　　　　　of　employers　alike　t。。ombine　for†he

融）決鎚案の内容は，次の通りである。　　　　　c・ll・・ti・・dd・nce・hhei・inte「ests　qu“

　　　　「国際労働総会ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　worklleOple　or　employers”？

　　　結社ノ自由ノ原則ノ尊電ハ政府並使用者及労働者　　　　　　なお，他の項目は，次の通りである。

　　　ノ履モ代表的ナル団体ヲ結合シテ協同努力弓為サ　　　　　　｛1〕総会二於テ結社ノ自由二関スル条約案ヲ採択

　　　シムヘキ国際労働機関ノ適当ナル活動二緊要ナル　　　　　　　スヘキコト望マシト考ヘラルルヤ
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　　｛2）本条約案ハ団結ノ権利及職業上ノ目的ノ為二　　　　　　“The　Tight　of　workpeDple　and　of　emplo一

　　　ス，レ団体行助ノ椛利ヲ保蹄ス・レコトヲ義務ト為　　　　　　yers　alike　to　combine

　　　スヘキモノト考ヘラルル十　　　　　　　　　　　　　　　　In　ob5erving　the　legal　formalities

　　ω職業ヒノ目的ノ為ニスル団体行動ノ椛利トハ　　　　　　Freely，▲n　any　organi5ation　lhey　choose

　　　左ノ如ク定義スルコト弓以テ適当＋リト考ヘラ　　　　　　　For　tlle　collective　defence　and　the　pro一

　　　ルルヤ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　motion⑪f　t｝1eir　material　and　mor由inter－

　　　　　「公共ノ秩序ノ維持二1｝9スル法令及規nll二反　　　・・t・q・・w・・kp・・p］・…　mpl・yn・・

　　　七サルー切坊法二依1〕職業」ニノ目的ノ為ノ団　　　　P…id・d　tl・at　th・・ight・・t　t・c・mhi・e

　　　体力其ノ目的ヲ遂行セムトスルノ椛利」　　　　　　　　　js　safeguardedプ’

　　（5）　右ノ虹1何ナル条項ヲ本条約二規定スルヲ望マ　　　　　　　（lntemational　Labouτ　Conference・10｛h

　　　シト考ヘラルルヤ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Sc鱈inn　l927・VoLl　Appendix　11・（3）Text

註（9｝この項でいう「結社の醐委員会」とは，総会　　゜fthe　d「aft　questi°nnai「e°n　f…d。m。f

　　の週綴員会の提案に］卦て総会1二，U股置きれ　　・－i・ti…m・・d・dbyth・C。・f・・一

　　る「総会．結社の紬委員釦であって，「理事　　　b・t・…d・p・・d・P・655）

　　会・結社の自由委員会「とは異る。珂事会・結社　　　　註091nternational　L乱bour　Conference　IOth

　　の自由委員会は，理事会附属の常設養員会であっ　　　　　　Session　1927　VoL　l　PP・264－284・

　　て，理弔会附属の「結社の自由に関する実情調査調　　　　註06　1bid・，　PP・339－365・　　　　　　・

　　停委員会」に対してなされ品労働組合権侵害の申　’　　註o竹　Ibid．，　pp．367＿37g．

　　立の予備審査を行なわせるために・195工年11月の　　　　註08・・lf　not”　that　is，　if　you　cannot・ccept

　　第117回理事会によって設紐されたものである。　　　　　　this　definition

　　　（飼手・戸田・前掲書・220頁参照）　　　　　　　　　　“Wh且t　definition　d⑪you　proposeP・’

註00L臼gue・fNat｛・ns・Intemati・国1　Lab・u・　　　　（lbid．，　P．384）

　　Conlerence　10th　Session　192了　VoL　l　PP・　　　　　註09　1bid．，　PP．382－389．

　　639－655．社会局・前掲書参照．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3　1LO第8了号および第98号条約の成立過程に
註01］　．’provided　†11at　the　individual’5　1iberty　ls

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おける苗議
　　saie冨uarded，　in　tlle　sense　that　he　ha5　a

　　right　not　lo　combine．”　　　　　　　　　　　　（1）国際的煙．制への動き

註傾to　c白mbinε・・freely，　ill　any　organi5ation　　　1927年第10回総会における前項のような不成功

　　they　cho。se．・’　　　　　　　　　　　　　　　以後も，総会は，この結社の自山の問題の国際的

註03Do　yo凹con5ide‥hat　the　right　of　com一　　規制を確保：するための努力をなした‘1）。すなわ

　　bination　should　be　5e¢凹red　by　the　adoplion　　　ち，1928年第11回総会と1931年第15回総会は，結

　　of　the　following　clau5e：A刊y　stiPulation　　社の自由に関する条約を採択するための努力を継

　　in且cont「act⑪f　emPloyment　imPosing　an　　続すべきであるという決議を採択し，1935年第19

　　011igation旦ot　to　belong　to　a　combinalion　　回総会は，目本の労働者代表八木信一氏の捉案に

　　f°「t「ad…1・・p・・p・…1・v・ld・any　よる閉儲がツチ働組合｛こ加入しまたはこれから

　　mea5u「e』against　a　w°「keτ゜n　the　援上舵受けたことを理由として，労臓を角喘し

　　9∫°u“ds°f　membe「ship°f　such　a⌒　またはこれに不公II三鮒遇を紺ることを1肚す
　　blnatbn　is　illega1？　（International　Labour
　　C。。f＿。，10，hS。。，i。。1927．V。L1．臨　るため・労働者の団継三の問題を総会の；錨とす

　　639－654．ApPendix　W（2）Report　of　the　　べきである」という決議を採択し・翌1936年第20

　　Committee　on　freedom　of　association　P．　　回総会は・　「間々の労働者が単独で行動する場合

　　647）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　には適法とされる労働運動に共同して参加したこ

註0ψ3．－Do　you　c。nsider　that　the　right　of　　とを理1」］として使用者が加える圧迫から個々の労

　　combination　would　be　adequ血tely　defined　　　働者をその結社のrl由の行使において保護する問

　　asf。11。鵬：　　　　　　　　　　　　　　　題を総会の議題とするよう要請する」決議を採択
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した。しかしながら・かかる結社の自IJ目こ関する　　存在するという再実を考慮し，辻択しうる若干の

条約採択への努力にもかかわらず，両大戦中は，　　　組織が存在する場合には，労使に対して，所属す

ファシズムの進行とこれに対する抗争の世界惜勢　　　ることを欲する組織を避択する権利を保証するこ

の下で・遂に実を結ばなかった。その後・労働組　　　とが望ましいと考えたことによるものであった

合の自由を一切否認するフ丁シズム休制の崩壊を　　　‘8㌔また，第2部の第8条第2項は，「しかし

目前にして・1944年第26回ILO総会は・「表現　　　ながら，特定の組合の強制的組合口資格を屈入れ

および結社の自由は・不断の進歩にとって欠くこ　　の条件または雇傭継続の条件たらしめることを，

とができない」ことを宣言するいわゆるrフィラ　　自由に締結された団体協約に規定することは，こ

デルフィア宣言（国際労働機関の日的に関する宣　　　の決議の規定の対象とならないことが了解さるぺ

言）」を採択し・翌1945年に結1」艮された国際連合　　　きである」と規定した仲㌔　ところが，この規定

は・人権と基本的自由の尊重をうたった。かよう　　　をめぐって，総会の結社の自由および労使関係委

な労働組合の自由を解放しようとする世界の動き　　員会においては，大いに議論されることとなっ

を背景として，1947年初め，世界労連（WFT　　　た。

U）とアメリカ労働総同盟（AFL）は・「労働　　　㈲　総会・結社の自由委員会における討議。

組合権こそ・諸国民の間に平和と協力を1±1立する　　　1947年第30回総会は，6月23rlの第4回会議に

要素として国際的に尊玉しなければならない」と　　おいて，政府lll倭員44名，使用者側委員・労働者

いう考慮に基いて・「労働組合権の行使および発　　側委員各22名，合計88名から成り，アメリカ合衆

展に対する保障」に閨する覚書働を・国辿経済　　　国政府代表モース（Morse）を委員長とする「結

社会理事会に提出し・この問題の審議を要請し　　社の自由および労使閥係に関する萎員会」を設置

た。経済社会理」「会は・審議の上・ILOに対し　　したロo）。この結社の自由委員会は，事務局原案

て労働組合描の問題を次回総会の議題とするとと　　を審議抱討したが【叫，第1部「結社の自由」の

もにその審議結果を報告するよう要請する決議を　　　第1条に関しては，団体を「設立する」（eS田ヒー

採択した｛3㌔　その結果・1LO理ll∫会は・国連　　　lish）という語の後に「または加入する」　ζor

とILOとの協定（4｝（第3条）により・この間　　join）という語を附加すべしとする労働者側委員

題を同年7月の第30回総会に「結社の自由および　　による修正案が提・出された。これは，組織を設立

労使関係」という議題で上程することを決定し　　する権利のみならず，組織に加入する椛利をも確

たt5㌔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保することによって，第1条を完全なものにする

　（2｝ll工務局草案と報告書ω」　　　　　　ことを意図するものであった。これに対して，使

　右のILO｝到f会の決定に基き，　ILO事務局　　　用者側から・「加入しない」　（nottojoin）とい

が短時日のうちに作成して，1947年第30回緬会に　　　う語が附加さるべきであるという再修正案が蛭案

提出した「結社の自由および労使関係に関する決　　　されたが・41票対50票で否決され・結局・労働者

議草案」は，第1部「結社の自由」，第2部「団　　側の捉出した修止案が反対なく拠案通り採択され

結権，団体交渉権の擁護」，第3部「労働協約」，　　た。次に，第2部「団結権および団体交渉権の保

第4部「任意調停，仲裁」，第5部「政府，労使　　誕」においては・先ず・カナダ政府側i蚕員フェラ

団体の協力」の5項目につき27力条の規定を有し　　　ン　（Phelan）が・i∫［務局案は単一の条項に置き

ていた。その第i部「結社の自由」の第1条は，　　替えらるべきであるとして次のように提案した。

使用者および労働者の，直ら避択する団体を設立　　　すなわち，「使用者および労働者の団結権の必然

する不可侵の権利を規定していた〔7｝が，これに　　的帰結として・使用者および労働者の組織の団体

関する・lf務局の解説によれば，統一的∫正盤の上に　　交渉権は先全に承認さるべきであり・かつ・団結

組織化された労働組合運動の有刊なことを認める　　権の行使についての相互ならびに政府による承認

が，それにもかかわらず，多くの国においては，　　　と尊頂によって，および・自己の選択せる組織に

宗教的．政治的儒条の相異に基づく労使の組織が　　加入することに関して個々の労働者から椛利を奪
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うことを意図する処罰を排除することによって，　　言され，使用者側委員もまた，撤回は将来条約が

助成さるぺきである。しかしながら，雇入れの条　　討議されるべき時にこれらの修正案に汀まれてい

件として一定の労働組合の組合員資格を規定する　　る諸問題を提出する権利を妨げるものではないと

・［1由に締結された団体協約は，この中に述べら　　いう明白な了解の下に，その修IE案を撤回した。

れている諸原則の違反を構成しないと解せられ　　　次に，英国政府代表マーディン＝エヴァンス

る」と。しかしながら，この修正案は・充分に謹　　　（Myrddin－Evans）は，　llr務局案の「強制的」

細な11三確さを欠いでいるので将来の国際条約の基　　　（compuls｛〕ry）という語を同条項から削除する

礎としては不充分であるとして，若干の政府側委　　　ことを提案したが，オーストラリヤ労働者・顧問オ

nならびに労働者側委nの反対に辿い，結局，撤　　　ブライエン（O’Bτlen）は，この言葉の削除が，

回された。続いて，事務局原案の各条の検討に移　　労働組合への加入は必ずしも強制的である必要は

ったが，’1‘務局案・第8条第2項に関連して，一・　　ないという意味に解されてはならないことを注意

方ではトルコ政府側委nによって，他方では使用　　　して，修ll三案はこの了解の下に採択された。かく

者側委員によって・組織に加入する描利と組織に　　　て，第8条は，このような修正をともなって金体

加入しない権刊をともに平等の立場において保証　　として採択され，委員会案の第9条［ロ）となっ

すぺきであるとする修正案が提出された。　　　　　　た。

　先ず，トルコ政府側委∫1イェニアイ（Yeniay）　　　｛4）第30回総会1こおける討議（13ユ

は，「如何なる労働者も特定の労働組合に所属す　　　1947年の培30回総会においても，委員会報告を

ることを雇入れまたは雇傭継続のために義務づけ　　めぐうて，消極的団結権の問題は，激しい討議の

られるべきではない」という理由をもつて・吊2　　対象となった。

項の削除を要求し，代りに，「各使用者および告　　　先ず，7月11日午前の第19回会議〔国において

労働者は組織に加入しまたは組織から脱退するこ　　は，フランス労働者傲II代表ジュオーによる結社の

とは自由であるべきである」という項を附加すべ　　　自由委員会報告の後，オランダ労働者側顧問フォ

きことを提案した。しかし・これに対しては・大　　　イクショット　（Fuykschot　l　Secretary，　Federa一

多数の労働者代表は反対し，このような規定を含　　tion　of　Christian　Trade　Unions　of　the　Net一

む団体協約を締結し維持する権利を労働組合に保　　　herlands）は，クリスチャン労働組合主義者とし

証する必要性を強調した。また・労働組合によつ　　て意見を述べた。すなわち，彼によれば，「口己

て狸得された利益を全部享受することを欲する　　の選択する組織を設立し加入する不可侵の権利お

が，しかも組合に加入することを拒否する労働者　　　よびAFLの決議案の中に述ぺられている真の白

を保護することは公正でないという意見も表明さ　　由は，委員会案の第9条第2項の規定と矛盾す

れた。そして・若干の国は強制的組合員資格を規　　　る」。その理由とするところは1次のようである．

定する立法を有するが故に・もし修正案が通過す　　　「決議の第1部および第2部の多くの規定は，労

れば・それらの国の立場は著しく害されるであろ　　　働者に自己の組織を選択する権利の完全な保障を

うということも主張された。　　　　　　　　　　　与えているのに対して，第9条第2項は，その規

　使用者側委員たちは・修正案を支持し・周題に　　定する条件の下に若干の労働者に対してこの権利

なうている原則は自由の原則であって・その中に　　を拒否している。この条件の下では，少数者は自

は個人の自由が直接に含まれていることを強調し　　己の選択しない組織に加入することを強制される

た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　可能性がある。私は，労働組合に加入する義務を

　以上討議の後に採決の結果・53票対57票で否決　　現在でも認めない労働者を問題にしているのでな

された。ここで使用者側委員の要請による記名投　　　くて，『何らかの理由で或る使用者または或る産

雷が行なわれたが・51票対64悟で修正案は再び否　　業部門における使用者たちと団休協約を他の組合

決された。従って・使用者側によつて提出された　　に先んじて締結しなかった組合を，誠実にかつ完

同趣旨の修正案は委員長により受理されないと宣　　全な確信をもって選択し，それ故にこの自由また
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は組織の刊強を1ンニ受しえない労働者を問題にして　　　てこれを完全なものにするために，契約または協

いるのである』」と主張し・オランダおよび他の　　定のために団体交渉する権利が与えられた。労働

国におけるキリスト教系労働者たちは・少数組合　　組合は責任をもたなければならない。もし労働組

でほあっても・キリスト教的原珊に基いている唯　　合がその契約を実行する責任がなければ，使川者

一の組合を気に入った組合として加入していると　　が労働組合と契約を締結することはほとんど役に

いう現状と・かってのドイツ占領巾は・かかる権　　　立たない。そこで，労働組合の側におけるこのよ

利の擦護が弾圧されたことについて述べた。この　　　うな極めて明確かつ必要な費任に関辿して，ユ

意見は・最早個人の消極的団結権1を問題にしてい　　　ニオン・ショップ，組合口維持条項，その他組合

るのではなくて・戦後における一殼の労働組合の　　　の機能を実現するに必要な要素を規定する協約が

組識化の発展にともなって次第に少数派組合と化　　　締結されるのである。私は，この総会が決議案か

したクリスチャン系労働組合の擁護の立拐から・　　　らこの条項を削除しようとする如何なる討議にも

いわゆる「少数組合権」を明確に主張するもので　　極めて注意深い考慮を与えるべきであると考え

あr）て・この第30回総会に同じくオランダ労働者　　　る・第9条第1項㈲G）およびそれに続く規定を，

側顧問として出席しているセララン（Serrarens：　　但書なくして残そうとすれば，団体交渉の倣域と

Member　of　Parliament；Member　of　the　Coun一　　契約のIll山を侵害し，結社の権利の領域を放棄す

cll　of　the　Federation　of　Catllolic　Workers　　　ることになろうという理由から，第2項がそこに

of　the　Netherlands；General　Secreta巧・，　Inte一　　残されるということは極めて重要なことである」

rnat｛onal　Confederation　of　Christian　Tmde　　　と。

Unions）が・1927年第10回‡曇会において・「意　　　次いで，第2項削田言論として，先のクリスチ＋

見を巽にする他の労働者の尊重」といった程度の　　　ンツ鍵働組合主義者の少数組合権の立場からではな

発言をなしたことに比して・消極的団結権をめぐ　　くて，個人の自由の立場から，カナダ使用者側代

る問題の歴史的発展を示すものであり・この問題　　表テーラー（Taylor）は，「結牡の自由の原則の

の午日的在り方を示唆しているといえるであろ　　承認は疑もなく個人の自由の犠牲の上に立つべき

う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ではない。個人の自由と結社の自由は等しく重要

　続いて，フランス労働者側顧問テッシーヤ　　　である。…クローズド・ショップの原理と組織強

（Te呂sier；General　Secretary，　French　Conf一　　制は使用者の認め難いところである」と述べた。

ederation　of　Chri5tian　Workers）も，右のフ　　　　この問題をめぐる討議は，，同口午後4時からの

才イクショットと同様，クリスチャン労働組合主　　　第20回会議イ15｝に持ち越された。この会議では，先

義者として，第9条第2項に対する無条件の反対　　ず，スイス政府代表ラッパート（W．Rappard）

を表明することを義務と感じ，この「クローズド　　が，次のように述べた。すなわち，「スイスは，

・ショップ」規定はまさにその性質上結社の白山　　他の公的白由一すなわち言論の自由，出版の嵐

と已対的に相容れないと述べた。　　　　　　　　　由，選挙の白由およびすべての基本的な人権を主

　これに対して，アメリカ合衆国労働者側顧1司フ　　張する自由に対すると同様に・結社の自由に対し

レーザー（Fraser）は，第9策第2項の削稀論に反　　て極めて執若している。’1‘実，白由に余りに執着

対して次のように述べた。すなわち，「若干の論　　　しているので，職業上，宗教上または政治上のも

者は第9条第1項と第2項に関して矛盾の問魎を　　のたるを問わず，いかなる少数者に対しても何ら

捉起したが，それは，労使閲係における二つの尾　　の制限をも課すことを1はすことはできない。」そ

本的な要毒について混同していると思う。すなわ　　　して，覚書において，「すべての人が自己の活動

ち，その第1は結社の白由権であり，第2は契約　　　をr1由にかつ尊厳をもって遂行する権利を有す

の「1山であって，これらは全く別問独立のもので　　　る」と述べたAFLがクローズド・ショップのチ

ある。アメリカにおける法律および憤行について　　　＋ンピォンであることに驚き，「もし我々が労働

いえば，先ず結社と団結の権利が与えられ，而し　　者に対して，筏の信念に反して団休に加入するか
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それとも彼の家族を貧困に陥入れるかのいずれか　　　的または他の意見にかかわりなく・労働組合に加

を選択することを以ってのぞむならば，我々はそ　　入しまたは加入しないことが絶対的に自由でなけ

の労働・者に対して，そのような自由と尊厳とを尊　　ればならない個人の属性であると考える」と主張

頂していることになるだろうか，これこそまさに　　した。

クローズド・ショップ制度から生ずるヂレンマで　　　以上の討議の結果・結社の白由委員会の報告は

ある」と述べ，さらに，スイス労働組合通信　　　採択された。さらに・総会は・翌1948年の第31回

（C…e，p・nd・・ce，y・dical…i…）における　総会の議題に「結社の自由および労使1某縣」に関

クローズド・ショップに関する意見を引用して，　　　して2つの’1［項を上程する結社の自由委員会提出

「我々は，如何なる独占の設定も少数者の圧迫を　　の決議案を採択した（10㌔それによれば・委員会

意味するという1［実を見失ってはならない。それ　　は・第9条の問題は余りに複雑なので・次期総会

故に，労働組合は，独占権をもつことを企図して　　　において・国際労働条約によって全体として規制

はならない．多数者の存在するところでも，なお，　　することはできないと考え・従って・「結社の自

少数者は表現の自由をもたねぱならない。そうで　　由および団結権の擁護」に関する問題を・1回討

なけれぽ，法的独殻縮をもつことになる。イデオ　　　議手続（sing］e－discussion　procedure）により・

ロギ＿的観点からすれば，そのような独裁は正当　　次期紐会において条約を採択する目的で次期総会

化されるかもしれないが，しかし，それはrl由の　　の議題に上程し・「団結権および団休交渉権にっ

観念に反する」と主張した。　　　　　　　　　・　いての原則の適用」に関する問題を・2回討議手

　さらに，イラン労働者側顧問モハベール（M．　　　続（d白uble－discussion　procedure）により・第1

MochaΨeτ）は，国連の経済社会理事会がll堺労　　回目の討議のために・次期総会の議題に上程する

連（WFTU）の要請によって結社の自由の問題　　　ことを決定し・総会は・この決議案を賛成124票

をILOと人権委員会に附託する手続をとったこ　　反対なしで採択した。

とに対する理由を検討すれば，経済祉会理事会の　　　㈲　質問］日：に対する各国政府の回答

意図するところは，すべての人の個人的自由は，　　　　事務局は，右の総会の決議とそこで確認された

自由にいずれかの労働組合の組合員になり，また　　原則に基いて・質問書を作成し・これを各国政府

任意にそれから脱退する権利とつながるという仁　　に送付して回答を求めた。

とであったと結論し，しかるに，討議中の決議草　　　先ず，「結社の自由および団結権の擁護」に関

案はこの意図を満足せしめるものではなくて・む　　する質問書f17）に対する回答t18）においては・質

しろ混同があるので，自由の色々の概念の中から　　問3（a）および（b〕の「自己の選択する組織を設立し

明確に選択決定すべきであるとして・次のように　　　またはこれに加入する不可侵の権利」について・

述べている。すなわち，「もし我々が個人に対し　　フィンランド，スイスおよび南アフリカ連邦は・

て自由を認めるならば，古典的な自由の概念に依　　　「労働者がそう選択するならば，組織に加入する

然として忠実である。それによれば，個人は任意　　　ことを差控える権利」をも表現すべきであると回

に団体の構成員となりまたはそれから脱退するこ　　答した。特に南ア辿邦は，強制的組合員資格は質

とは自由である。もし，そうでなくて，結社の自　　問3の「自己の選択する組織を設立しまたはこれ

由は何か違つたものであるというならば，これ　　　に加入する不可艮の権利」という文言に矛盾する

は，一種の労働組合の独占に，そして，10年前こ　　　ものであり，「自己の選択する」（of　tlleir　own

の演壇においてイタリヤ政府代表によって擁護さ　　choosing）という文言は非現実的であうて削除さ

れたような国家の支配する，またはファシスト的　　　るぺきである、現実の慣行においては，選択権に

な種類の労働組合に至らしめるかもしれない。そ　　対する著しい制限が課せられている。自己の選択

れ故，我々は，この点を完全に明らかにしなけれ　　する時にかつ選択するように自已の組織を設立す

ばならないと考える。古典的な自由の概念に忠実　　　る完全な自由を認めることは全く非現実的であつ

な我々は，結社の自由は，人種，色，信仰，政治　　　て，使用者の組織と労働組合の主要な機能が団体
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交渉であるが故に・結社の自山は・国内の労使関　　ついての原則の適用」に関する質問書（期を，：各

係が組立てられた基礎たる型に従って設立された　　国の法制と慣行についての予蜥報告書・21｝ととも

組識に限定さるべきであると回答した。　　　　　　に送付して，各国政府の回答間を求めた。

　次に・団結権の行使の保護に関する質問10・11　　　先ず，労働者の団結権の保証に関する質問2お

・12に対する回答においては・フランスは・労働　　　よび3に対するオーストリアの回答は，「労働組

組合に所属するかまたは所属しないかの問題は・　　合に所属しない労働者が，労働組合の組合nであ

雇入れ・雇傭の継続または解雇と関辿して考慮さ　　る労働者に比して，使用者から不利益を蒙むるこ

れてはならないことを保証すべきであると述べ　　とは許さるべきでないということは，団結権の保

た。また・スエーデンは・団結権を効果的に保証　　護のかかる積揃的側面から間接的に結福されるか

する唯一の方法は・立法手段によって・すべての　　　もしれない。結社の自由の原則のあらゆる側面を

市民に対し組織を設立しまたはこれに加入する無　　　考慮するためには，それ故，『結社の自由の消極

条件の権利を・すなわち・積極的な団結権を保謹　　的側面』すなわち『結社しない自由』を保証する

することである。他方・消極的団結権・すなわち・　　　ことによって積極的保謹を補足すべく，一つの条

組織を設立せずまたはこれに加入しないすべての　　項の採択が考慮さるぺきである」と述べている。

市民の権利は・法律によって規制さるべきではな　　オーストリアは，さらに，「使用者および第三者

いと回答した、　　　　　　　　　　　　　　　　の団結権の保証」に関する質問6および7に対し

　事務局は，これらの各国政府の回答を分肝した　　ても，「個々の労働者は，組合に加入しまたは加

後，結論において、・「結社する権利と結社しない権　　入しないことに関して如何なる強制に対しても保

利」（The　Right　to　Associate　and　the　Right　　謹さるべきである」と回答した。これに対して，

not　to　A5sociate）について，次のように解説し　　ポーランドは，「第三者すなわち未組織労働者の

ている働。すなわち，「第2条は・研極灼用語　　権利の｛釆証は，経験の示すように，結社の自由を

をもって，労働者および使用者の団体を設立しお　　　制限し労働組合を冷遇するロ実である」と回答

よびこれに加入する権利を規定している。大多数　　　し，スエーデンは，「国際的規制は，稜極的団結

の回答は，この原則に対して率直に承認を与えた　　搬すなわち組織を設立しまたは加入する権利の保

が，若干の加盟国政府は，国際的保障は・結社す　　護に限らるべきである。未組織労働者を労働組合

る舐極的な権利についてのみならず・結社しない　　に加入させることを目的とする措置に対する保謹

という純粋に消極的な権利にも及ぷべきであると　　は，かくして，これらの国際的規制の枠外にある
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のいう希望を表明した。国際的規制の目的そのもの　　問題と考えらるべきである」と回答した。

は・極めて重要な社会的保護の措置として・結社　　　質問書Vは，組合保障条項（Ullion　Security

の自由を保障することにあるということが注目さ　　ClaUSe）に関するもので，質問書8は，「国際的

るべきである。しかし・結社しないという純粋に　　規制は，雇入れまたは雇傭継続の条件として所定

消極的な権利の保護は・当然・この｛票題に該当す　　の労働組合の組合員籔格を要求する立法一または

るものとみることはできないであろう。さらに・　　　立法に従って締結された団体協約一はこの規制の

第2添は権利を規定するにすぎず・若干の国の危　　　諸規定と矛盾しないという趣旨の規定を含むべき

惧するように，義務を規定するものではない。従　　　であると考えらるるか｛勘」と述べていた。これ

つて，労働者および使用者は，この権利を行使す　　　についての事務局の意見は，次のようである。事

るか否かについて完全な自由を有する。しかし・　　務局の各国法制および慣行に関する予揃報告毯：に

結社するという胱極的権利を任意に放爽すること　　よれば剛，オランダの1927年労働協約法（the

は・結社しないという純粋に消極的な描利の正式　　Collecti　ve　Agreement　Act　of　24　December

の保障と同一の基礎において取扱うことはできな　　1927）は，使用者に対して，特定の宗教的または

いであろう」と。　　　　　　　　　　　　　　　政治的党派の労働者または特定団体の構戚口を穎

　次に，11‘務局は，「団結権および団体交渉権に　　入れることを禁止しあるいはかかる労働者のみを
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雁入れることを強制するFli仕協稻のいかなる条項　　　べての挫定は，　「裁定によって義務を負う使用者

　も無効であると筑富し・コスタリカの立法は・使　　が，当分のn｛1労働組合の組合員でない者を使用す

川者にその従呈員を紐合の要晶に従って変更する　　　ることは，違法である」という趣旨の条項を含ま

ことを要求する規定や未組織労胴者を明1二1に宝等　　　ねばならないとしている。そして，あらゆる労使

な地位におく規定は無効であるとし・ベルギーの　　　問協定が同楳の趣旨の規定を含むものと推定さ

192111三5月241］法は・結社の自由を侵告：する意図　　れ，使用者は，労働組合Uを茸些得しえない場合に

をもって・団体への加入または不加入を・労働ま　　のみ，未組織労働者を雇入れることができるので

たは労務契約の締結・履行・継続の条件とする者は　　ある。アメリカ合衆国のいわゆるワグナ＿法

何人も処罰されると規定している。また・フラン　　　（the　National　Labor　Relations　Act　1935）お

スの1946年労働協約法（the　French　collectlve　　よぴカナダの立法は，クローズド・ショツプとユ

Agreement　Act　of　23　December　l　946）は・全　　　ニオン・ショップを規定するEri体協約を容認し

国協定　（national　agreement）は労働者の結趾　　　た、しかし，合・衆国においては，その後，いわゆ

の抽1・・認の［抽・瓶澗・闇｝llに関する規定　るタフト・ハートレー法（・he　L・b・・－M・n。g。一

をrrまねばならないが・それらの規飽ま・労働者　m・nt　R・1・ti・n・A・t　1947）は，ク・＿ズド．シ

による組合の自由の選択に影稗を及ぼしてはなら　　　ヨツプを禁止し，ユニオン・ショップを若干の条

ないと規定している・これに対して・巾ア辿邦で　　　件の下で認めている、それ故，これに関連して，

は・労使閲係を規制する調停および仲裁に関する　　　労劃組合が，ユニオン・ショツプ条項の適用をう

立法は・ク゜一ズド’シ・ップまた1まユニオン・　ける被継に対して，全1王枷剛係局が三鍛また

ショツプについて特別に触れてはいないが・当局　　　は差別的であると考える加入費の支払を要求する

は・協約当ゴ渚たる組合に所属しない労働者は協　　　ことは違法とされる。

約当儲たる使囎団体の構1頗たる使階によ　肚要するに，組合僻章条卯こ肌て，たいて

って1醐されないし・協約当緒船1こ所属する　いの国はこれを眺1に規制すること欄空えてき

被傭者は何人も・使用者団体に所属しない使用者　　　たが・若干の国は，それが労使の代表的組識即で

のためには働かないことを規定する団体協約を承　　　白由に締結され，職業的利益の防衛をその111f＿の

認し・これに強制力を与えているこまた・メキシ　　目的とする場合には適法とし，また弛の諸国は，

コの労働法典は・未組識労働者を被傭者として雇　　労働組合がこれまで未組識であった労働者の折規

入れないことを約する団体協約の条項を許容する　　加入について不合理な障害をおかないことを唯＿．

が・その端が締結されたとき既に使賭の：蝶　の条件として，d・らの条項を瀧として承認

に服している未組織労働者に掲害を与えるべく適　　　し，さらに他の諸国はこれを違法と宜言している

用されてはならないと規定している。オーストラ　　のが，各国法制の現状である。

リアの調停および㈱法は端限官庁に対して・　そこで，このよう倒犬態に鑑みて，継労脚

（団体協約を実施しまたはその締結を確認する）　　務局は，クローズド・ショツプおよびユニオン．

裁定において・「使用者または被傭者の組織の構　　　ショップに関する質問8の提示理由として，次の

成nと・同時に雇傭または労務を申込みまたは希　　　ように述べている（助。すなわち，「国内立法に

望する他の者との問では・かかる構成員に優先権　　おけるこのような相泣のために，1口際的規制が，

が与えられる」ことを命令する権限を与えてい　　　クローズド・ショップに対して賛成かまたは反対

る・しかし・組合規約が新組合員の加入につき十　　かの態度をとることは，ほとんど不可能である。

分な便宜を規定していないかまたは労働者に拘束　　　しかし他方，この問題を沈黙のままやりすごすご

的条件を課している場合には・組合の登録が取消　　　ともまた不lJ能である。というのは，雇傭に関す

されることになっている。ニュージーランドの　　る若干の形式の反組合的差男llまたは労働者組織の

1936年調停仲裁改正法（the　Conciliation　and　　　側の若干の圧力行為は，国内法または慣行がクロ

Arbitration　Amendme就Act　of　1936）は，す　　一ズド・ショップの実施を受け入れるか否かに従
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って醐法か不醐かと枇られるカ・らである・　労働者に対して彼の働く蹴において設立の途中

このよう剖態に鑑みて・質問8は・各1・撒府に　にある労働組合の組合r1となることを要求する規

対して・国際的酬は・所定の組合における組合　定は，かかる船力・団休欄締結権趨得してい

員資格を雇入れまたは雇傭継続の条件として要求　　　る場合でも，国際的規制と矛盾するということが

する立法一一または立法に従って締結された団体協　　規定さるべきであると主張した。また，ノルウェ

約一は団結権の擁；庄に関する国際的規制案の規定　　　一の回答も，労働組合n資格を雇入れの条件とし

と矛盾しないという趣旨の規定を含むべきである　　　ないことがノルウェーにおいて確立きれた制度で

か否かについて，その見解を質問するだけであ　　　あるとして，クローズド・ショップ条項に反対す

る・従って・国際的規制の問題の規定はこのよう　　るが，ユニオン・ショツプ条項については，これ

にして作成されたので・ク・一ズド・シ・ップを　も現在ノルウ＿で｛ま尖施されていないが，それ

採用すべく諸国に課せられる義務を含むものでは　　を欲する国においてかかる制度を可能にする条約

ない。しかし・もちろん，クローズド・ショップ　　の形成には反対しない旨を述べた。

を適法とみなす諸国にとっては不可欠の擁謹者と　　　これに対して，組合保障条項に関する規定を含

なるであろう」と・　　　　　　　　　　　　　　むべきでなく，国内立法に委ねるべきであるとす

　質問8に対する各国政府の回答⑳のうち・賛　　　る回答をなしたのは，フィンランド，オ＿ストリ

成を表明したものは・オーストラリア・ブルガリ　　ァ，ルクセンブルグ，イギリスおよびアメリカ合

ア，中国，ニュージーランド，ポーランドおよび　　衆国であった。オーストリアは，　「雇傭の条件と

南アプIJ力辿邦であって・オーストラリアの如き　　して一定の組合の組合口資格を規定する法律およ

は・クローズド’ショツプおよびユニオン・ショ　　び協約の組合保障条項は，使用者と被楠者との間

ツプに附加して労働組合nの優先権も保証さるべ　　　の関係に閏する国際的規制に含まれている原則の

きだとしている。　　　　　　　　　　　　　　　　精神とは，モれ自休においては矛盾するものでは

　条件附賛成の回答は，カナダとメキシコであっ　　　ないが，結社の自山を規制する立法が組合員資格

た。カナダは，カナダ立法と一致する阻りで賛成　　　に関してすべての労働者が自分日身で選択する完

したが・カナダの立法には，雇傭条件として特定　　全な自由に特別の∫E要性をおいている諸国におい

の労働組合の組合口資格を要求しまたは特定の労　　　ては，質問8において企図されている種類の規定

働組合員に雇傭の優先権を与える規定を団体協約　　は，労働者の結社の白由の侵害と考えられねばな

に設定することを禁止する規定はなく・ただ，被　　　らないであろう。それ故，条約のこれに関する規

傭者が特定の労働組合以外の組合の組合員たるこ　　定を起草するに当っては，団体協約におけるかか

とまたは引き続き組合員であることあるいは他の　　　る規定は，国内法規と一致する限りにおいてのみ

組合のために活動に従」fすることの故をもって解　　　許され，有効であるという原則に考慮が払われる

雇することを使用者に要求する団体協約の如何な　　べきである」と回答した。すでに事務局による分

る規定も無効とされる。メキシコ政府の回答は，　　　｛斤から示されたように，この問題は非常に争のあ

巳々の！拝情を区別して考慮することを必要とする　　　るところであり，かつ，各国において極めて異っ

とし，一定の職業について労働組合が設立された　　　た色々な方法で取扱われていることから，ブイン

時あるいはその設立後に団体協約締結権が与えら　　　ランドは，国内立法に委ねるべきであるとし，ル

れた場合の既存の労働者の地位と，すでに組合員　　　クセンブルグは，このような事情においてはこの

資格条項を含む団体協約が存在する職業にはいる　　問題のいかなる国際的規制も尚早であると考え，

新規の労働者の地位を区別し，新規に雇入れられ　　　イギリスは，この問題を国際的規制において取扱

る労働者に対して労働者の過半数を代表する既存　　　わない方がむしろ望ましいと回答したのであっ

の労働組合の組合口たることを要求する法律上の　　　た。

蜆定または立法に従って締結され署名された団体　　　最後に，組合保蹄条項そのものに原則的に反対

協約の規定は，国際的規制の規定と矛盾しないが，　　する旨の回答をなしたのは，ベルギー．フランス，
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イント・オラング・ポルトガル・スエーデンおよ　　盟国にとっては，事実上趾准は一∫目困鷲にされる

びスイスであった。それらの理山とするところ　　であろう。それ故，もし総会がこの点に関してい

は・かかる条項は・白ら迂択する労働組合を魁成　　　かなる意見の表明も型ましくないと考えるなら

し加入する権利のみならず，結社しない権利をも　　ば，本条約はこの問題を加盟国の完全な自由に委

含む結社のll！由に反し（ベルギー），労働者の個　　ねることを欲するということを，この規制は明確

人的白由を侵害する「インド）ということであっ　　に宣言すべきであると結論した㈹。モして，国

た。また，フランスは，「労倒者に対して雇入れ　　　内的規制における組合保障条項はこの条約の対象

られないかまたは失業するという脅迫の下に特定　　とされないということが，国際的規制に包含され

の労働組合に所属するかまたは所属しないことを　　　るのが随当であると考えるとして，第5点を結論

強制することを意図する法令または団休協約のい　　　的に提案した側。

かなる規定も・特に複数の労薗組合が存在する国　　　聞　第31回総会の紀社の自由および労使関係に

においては，結’社の自由の原則に対してのみなら　　　　関する委員会における討議

ず・労働する自由の原nl」にも矛盾する」と回答し　　　1948年第31回総会においては，80名から成る

た。そして・オ｛ルトガル政府もまた・自由な結社　　　「結社の自由および労使関係に関する委n会」

または加入の権利のかような制限を承認しえない　　　（Committee　on　Freedom　of　Asscclation　and

として・その理由を次のように述べている。すな　　Indu5trial　Relations）カ；設置されたが（鋤，こ

わち・「ポルトガルにおいては，法律は，労働者’ @の委員会においては，「結社の自由および団結権

に対して，既存の労働組合に加入しまたは加入し　　の薗護」に関する決議草案をめぐっては，委口会

ないか或いはその組合から脱適する権利を保証し　　の第1報告（川の示すように，消極的団結権の問

ている（National　Labour　Code，　Article　41；　　題はほとんど議論されなかった。しかしながら，

Legislative　Decre　No．2305．　Articles　22　and　　「団結権および，団体交渉権についての原則の適用」

23）。同時に，法律は，団体協約に対して，強制　　　に関する事務局の提案した結’論をめぐっては，委

的組合員資格を課する規定を含むことを禁止して　　　員会の第3報告働の示す通り，消極的団結権の

いる　（Legislative　Decre　No．36173，　Artlcle　7　　問題が再び激しく議論された。

No・2）・雇入れの条件として労働組合の組合員　　　先ず，委員会の第3報告は，一般的討議鍋に

登格を要求することは，正確には労働組合の組合　　関して次のように報告している。

員資格を強制的なものにすることと同じことであ　　　　「使用者側委員は，結祉の自由は，組織を設立

る。強制的組合員資格は・1LO憲章の前文およ　　　しそれに加入する自由というその甘極的刑lr・にお

びフィラデルフィア宣言において確認された結社　　けると同様，加入しない自由というその消極的側

の自由の原則と矛盾する」と。これらの理由から・　　面においても保証さるべきであると主張する。彼

ポノ叶ガル政府は・質問8の麟にある醐Jを承　等の意則こよれば，国際的規制の形式は次1聴会

認し難いと回答したのであった。　　　　　　　　　によって決定せらるべく，未決定のままにおかる

　以上の如き各国政府の回答を分析働した結　　べきである。この規制は，いかなる使用者も労働

果・事務局は・組合保障条項を適法と認める国内　　者も，その意思に反して，労使の組織に加入する

法制は・結論の第三点において述べられている「使　　　ことを強制されてはならない旨を明確に宣言すべ

用者および労働者は，団結権の自由な行使に干渉　　　きである。かかる強制は，結社の自由に関する条

することを意図する一切の不当な強制的行為に対　　約において宣言されている原則に反するであろ

して適切な保護を与えられること」という原則に　　　う。従って，各国政府は，先ず第一に，特定の組

矛盾サると考えられるかもしれない結果，この条　　織に加入することを止める個人の自山を制隈する

約の批准は容易に行なわれないだろうし，そして，　　意図をもつか否か，第二に，関係当事者に団体交

組合保陣条項を実際上許容してはいるが，またそ　　渉する義務を課する意図をもつか否か，或いは，

れ‘こもかかわらず本条約に完全に一致している加　　すべての干渉を団体協約締結を促進することだけ
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1醐ろうとするのか否かを訓］確に雌すべきで　委鯨の第3・報召Fによれば，事端案の杯当

ある・　　　　　　　　　な蜘胴行為（夏A…。f　Wr。。gf。1　C。。，ci。n）
　さらに若干の脚賭側委［コは・蹴澗規制助・　に附る結論4に対して使喘6　1の修」1三案力咄さ

入しない舳を1舶に保1訂1三すべきであるのみなら　れたが∴1蹴案は畝の通りであった㈲。

ずぱ現の舳をも完全に継し・カ・つ・労臓　　「4・使賭および鋤者は，団酬の舳な
また鞭用都ついていかなる繊強制も行使す　1徽耐して・1・渉することを1醐する＿暴行の

ることはできないということ醐確1こ規定すべき　如き一すべての不当な螂・J的行為に対しも＋

であるという点を強調した。メキシコ政府側委口　　　　分なる保護が与えられること」

（グズマン（G・・…）⊇訳・；主）は・加入しない　4．Empl。yers。nd　w。。k，，，、。　b。。，c。，d。d

舳は臥の舳の一nlll・1を成すから・端の自　・d・q・・t。　p・。・。、・i。n　ag。i。，t。ll。，，，。f

由に内在しており・特に国際的規制によって保瞳　　　wrongful　coerclon＿sucll　as　assault　and

される必要はないと述べた。　　　　　　　　　　　violencξ一de畠igned　t白interfere　with　the

　英国政府側委員（マーディン＝エヴァンス　　　　free　exerci5e　of　their　rights　to　organlse，

　（Myrddin－Evans戊＝訳註）は・使用者側の提　　　これに対して使用者側委員は，このテキストに，

案は・労働者および使用者に対してのみならず・　　次の語を附加することを捉案した。すなわち，

政府に対しても・若干の極めて頂要な困離な問題　　　「使用者および労働者の組織に加入しまたは加入

を惹起することになろうと指摘した。もし・その　　　しない権利を含む」　（・‘including　their　rights

意図が・いかなる組織にも加入しない個人の権利　　to　join　or　not　to　join　employers’and　workers・

に対して，法律または国家の直接的措置により保　　　organisation8・・）

謹を与えるということであるならば・その結果・　　　　しかし，労働者側委口は，既に述べた一般的討

クローズド’ショップまたはユニオン・ショップ　　議の過程から出た理由によって，この修正案に反

を規定する団体協約は違法なものとされねばなら　　対し，そして，若干の労働者側委員は，加入しな

なくなると思われた・彼はまた・修正の結果・組　　い権利のいかなる承認も，使用者に対して労働組

合に加入する気のない個々の労働者とともに働く　　合に反対することを助長することになろうし，労

ことを組合員が拒否した場合のストライキがすべ　　働者に与えられている権利に反するであろう，そ

て違法とされることになるのか否かを疑悶とし・　　　して，労働者は若干の国においては国家の恵法に

もしそうであるならば・ほとんどの政府が・この　　　よって十分にして完全なる結社の白由と団体協約

ような措置を採ることを要求する条約をノ1モ認する　　　の中にクローズド・ショツプ条項を規定する権議

ことはできないであろうと述べた。　　　　　　　　を享受しているという点を強調した。結局，討利

　労働者側委口は・団結する権利と団結しない権　　　の後，修正案は撤回された《訓。

利とを同一平面におくことはできないということ　　　　次に，これまで最も問題となった「組合保障条

を指摘し・加入しない権利を特別に保証する条項　　　項」にっいては，委員会の第3報告は，次のよう

を国隙的規制の111に入れることに反対した。フラ　　に述べている陶。すなわち，

ンス労働者側委口（ジュオー（Jouhaux）目訳註）　　　　日藪務局案は，次の通りであった。

により強調されたように・国際的規制は，関係当　　　　5．嬬傭の前提条1牛として，または屈傭継続の

事者に対して・自山に組織を設立する権利を保証　　条件として，組合の組合口登格を要求する困家的

し・自由に活動することすなわち団体交渉の根本　　規制における規定は，この条約の対象とはならな

的条件を山容することによって，結ト1：の自山の原　　　い。

則を実効的たらしめることを第一の目的としてい　　　討議の後，委員会は，組合保障の問題は，必要

た」と報告している。　　　　　　　　　　　　　　と考えられるならば，次期総会において再び提出

以上一般的討議の後，委員会は，・」嚇局によっ　　することができるという了解の下に，予断を加え

て提案された結論の検討に移った。　　　　　　　　ることなくこの規定を削除することに決定した」
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と。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く矛盾するものである。それにもかかわらず・結

委員会は，・醐局の結論案（P・・P・・edC。・・一　社の抽を品己の選択する鰍を結成し・政治

hsion）を検討の結果，「組合保障条項」に関す　　的または宗教的理由から自己の好む組織に加入す

る規定を削除して，6項目に亘って委員会の結論　　　る労働者および企業者の無制限の権利と同一祝す

案（P，。p。・edC…1・・i・n）を採択し，さら1こ・　るならば・船の複数性（多数の組合）も生じう

「団結権および団体交渉権についての原則の適用」　　ることである。しかしながら・職業上の利益の防

に関する問題を，次期総会の議題に第二次討議の　　衛にとって真に玉要なことは・多くの弱小団体を

ために上程することを決定した（覇。　　　　　　　結成することではなくて・当該部門を真に代表し・

ω剃回緯における職　　　　ヴ掌使醒の酬における紗こ不可欠な繊と威
1948年の第31醗会は一月6・第15回蹴　詫もつ団齢醜に設立することである・これ
・眺おいて，「辮土の舳および団繍の緻」　は融治的剛とネ絵的考慮とはぱった対興

に関す剛駆ついて，結社の訓および労酬　酌とする限1コにおいては樋に稲するといっ

係酬する委賠の担酷を識した・先ず委　ことを示す一騒であるぷ治fl勺考慮の第：の目

n±の報儲として，フランス労働者f達ジュオ　的が意見の抽を瓢することであるのに対し

一が，馴、の舳および団結権の継に関する　て・社鋤間勘・鯛的は・些瞳に鱈する色

条約」は全くの欠陥酬してはいるカ・・人類の発．々腰馴の諸麟の川こ市民的鞠を正義によ

展に不可欠な舳の週用における第⇒であり・　って保言iけること1こ外ならない・’或の労鵬合

組織樋じて，珊の全体雌展への・そして特　原理は疑もなく複鮒三の鯨とは販対である・

に翻的酬への労鵬の参加1ことつての絶対的　撒性は澗題の団｛椛してその蹴上の目的の

に必要な脇の鍵であるということを剛］に・　追求から逸脱せしめて・政党的欄1をもたらし・

労働者代表たちは賛成投票するとし・うことを述べ　かくして団体を政治的闇・1～の中に巻き込み・そし

た後，一般討議が行なわれた。　　　　　　　　　　　てしばしば・危険かつ無益な運動の要因に変化さ

ポルトガル酬代表ヴェイガ（V・ig・）は，「委　せてしまう・組合は・職業に・労働都・そして

員会の採択し輝案は、労働船活動の効果を・　企緒に属すべきであって・政党に属すべきでは

齢の舳の抽鋤概念すなわち我力・政府剛会　ない・網の白1拍の一型虻勤の分散および

的麟の繊から鱗と瀧る政治的なカ・つ繊　組織の分散を含むものであると宣言され醐合に

業触齢の灘にしているとポ・・トガ・・政府は　は・このことは不可能である・伺一耳塑…おい

考える…．醜の基納側耐，酬におけ繊　て多数の繊をもつ揚合には・どのよっな克服し

社の舳と労鯛合の微性との混剛こある・こ　がた咽難が生ずるかを知ることは翻である・

れは，第2郷よって魂囎および労働都対　蹴繊における獺働規念は・澱上団体協
して『自己の選択する組織』を設立する権利を与　　約の精神そのものに反する。団体協約の目的は・

えるという形式から生じている．我々の意∬己で　労賭を珊人として醐する齢1こ不可避であ

は，結社の醜は，全鋼一の麟においてかつ　る経紬鰯性から醐することによって融用
同＿の地域において複数の繊を設立すること　者と対等の立場におくことである・多くの個娚ll

を，必ずしも必酬踏むものではない．結社の　々の組合をもつならば珊らか1ここの目的髄成

舳は魂賭および労働都対して，彼らの好　されない・使賭の側｛こは・一元的繊への躍
樋り1珈入することができる組合において自己　傾向を見出すが，労働者の側には・繊の多元性

の職業上の利益を防衛するために，かつそうする　　への傾向を見出す。もし・このまま進めば・一方

勤をもつて繊すべく与えられた権利を意味す　の側では醐力な団結した使用者の組織を・他方

べきである。これは，決して組合の観数性を意味　　の側では，多数の弱小労働組合をもつことになう

するものではない。組合の複数性ということは全　　　う。問題は，労働者の真の利益を犠牲にして・個

く別のものであって，継繊の根本的目的と全　刷醜争の分野から組榔nの齢の分野に移さ
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れてしまうだけであろう」と述べ，条約案に対し　　　　2　前項の保護は，特に次のことを目的とする

て不満の意を表明した《訓。　　　　　　　　　　　　　　行為に対して与えられる。

　ポーランド政府代表アルトマン（Altman）は・　　　　｛a）労働組合に加入せず，またはその属する

条約案は世界労連の主張を満していないが故に投　　　　　労働組合から脱退することを労働者の雇｛庸

票を棄権すると述べ，オ｛一ランドの労使・代表およ　　　　　条件とすること。

びチェコスロヴ丁キア政府側顧問メシュティツ　　　　【b｝労働組合に加入しているという理由，ま

（Mestitz）もこれに同調した。しかし・エクア　　　　　たは労働時間外にもしくは使用者の同意を

ドル政府代表やコスタリカ労働者代表などは・条　　　　　得て労働時即内に組合活動に参加したとい

約案は若干の欠点を有するが・完全な草案を得る　　　　　う理山で，労働者を解屈し，その他モの者

ことは不可能であるし，また・この条約は・自由　　　　　　に対し不利益な取扱をすること」㈹。

に団結し自己の利益を｛り」衛する労働者の権利を保　　　　事務局案に対する各国政府の意見㈹として，

証す醐一歩であるということを剛］｛こ讃1鐡　先ず・刊一は綱際r蹴ll・」におけるいかなる規

票をすることを表明した。　　　　　　　　　　　　定も・労働者，被傭者または使用者から，彼らが

かくて・；緯は・1948年7月91」の剃8回会議　欲するならばその結酬を徽しない馳を講

｛4う・において・「結社の剖1および団酬の螂　ってはならないとレ・うことを再ロ強調した．フラ

に閏する条約」の最終的記録投ll‘｛による表決の結　　　ンスも・総会によって削除された組合保障条項に

果，賛成127票・反対なし・棄権11票で・これを　　　関して，再び次期総会が検討するならば，労働組

採択した（41㌔　　　　　　　　　　　　　　　　　　合員であることまたは労働組合から脱退すること

　次に，総会は・7月101」の第19回会議（問にお　　　を，労働者の雇入れまたは雇傭継続の条件とする

いて，討議なくして・　「結社の白由および労使閲　　　ことを詐すいかなる条項も，複数の労働組合を有

係に関する委員会」の第3報告を採択し・さらに・　　する国においては，結社の自由および労働の権利

委員会の提出せる決議案に基き・「団結権および　　の原則に矛盾するということに注意を喚起した。

団体交渉権についての原則の適用に閲する問題　　　　イギリス政府は，「またはモの属する組合から

を，条約または勧告を採択する目的で・第32回総　　脱退する」という語句は，特定の労働組合の組合

会の議題に上程することに関する決議」を・賛成　　員であることを労働者の雇傭条件とする労働協約

1171；1［，反対なしで採択した醐。　　　　　　　　　を締結’する自由，特に若十の国では労使の代表者

　（8）事務局の第3次報告書《川に対する各国政　　の有するこの自山と矛盾するものと解釈される恐

　　府の回答　　　　　　　　　　　　　　　　れがあるので，「または労働組合員たることを止

　事務局は，第31回総会における委員会および本　　　める」という語句に改めるべきであるとし，同様

会議の第一次討議の経過とその結論に基いて作成　　　の理山から，「労働組合に加入しているという理

した六ケ条から成る「条約または勧告案」（Prc－　　lll」という語句を，「労働組合nであるという理

posed　Intemational　lnstrument）（間を含む報告　　　山」に改めることを提案した。但し，伺・政Jl1は、

書を送1；1・して，加盟国政府に対して，この案に対　　国隙的規制におけるいかなる規定も・労働者（ま

する改正案または意見（Amendments　or　Com一　　たは使用者）から，彼が決心するならば魁牡権を

ments）の提出を求めた。　　　　　　　　　　　　行使しない固有の白山：を，祢うことはできないと

　事務局の条約案のうち，特に，「組合保障」と　　いうことを附言している。要するに，イギリス政

「結社権を行使しない［1山」に関して各国政府の　　府の修jE案は，当事者聞で締結された組合保障条

色々な意見を惹起するに至った第1条は，次の通　　項を，団結権および団休交渉怖に閥するいかなる

りであつた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　114際的規制の条項の下でも，違法にしないという

　「第1条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目的をもうてなされたものであった。

　1　労働者は，雇傭に閲する反組合的な差別待　　　　次に，南アフリカ辿邦政府は・第1条の下では・

　　遇に対して十分な保謹を∫｝えられる。　　　　　団体協約におけるクローズド・ショップまたはユ



42　　　　　　　　　　　　　　一石　松　亮　二・古　賀　昭　典一

ニォン・ショップ条項は禁止されるという意味に　　　　行為について適用する。

解釈される恐れがあるので，本条は，労働組合活動　　　　（a）労働組合に加入せず，または労働組合員

自体を妨害する目的をもった不当な圧力を禁止す　　　　　　たることを止めることを労働者の雇傭条件

ることを専ら狙いとするということを明らかにす　　　　　とすること，

る必要がある．さもなければ，組合保障条項は・　　　　㈲　労働組合口であるという理由，または労

当該労働協約を締結した労働組合以外の組合に所　　　　　　働時朋外にもしくは使用者の同意を得て労

属する労働者に不利なものと解釈される恐れがあ　　　　　働時開内に組合活動に参加したという理由

る。さらに，同政府は，労働者組織の保誕に関す　　　　　　で，労働者を解雇し，その他モの者に対し

る第2条について，同一部門に競争組合が存在し　　　　　不利益な取扱をすること」働。

または分裂組合（break－away　organisation）が　　　第1条の以上のような訂正に関連して，事務局

形成された場合に，使用者または使用者団体がそ　　　の最終報告書酬（final　repor目は，モの結論に

れらの組合の一つまたは分裂組合と交渉する場合　　　おいて，次のように述べている。すなわち，

には，「他の手段」による労働者組織の援助の問　　　　「第1条第2項｛a）において，事務局は，『また

題として常に異議申立てが・条約の適用に関する　　　はその属する労働組合から脱返する』（“or　shall

報告の検討に際して本条により提出されるかもし　　withdraw　from　a　unioll　to　which　he　belo一

れない、特に・当該政府が条約を批准している場　　　ngS・・）という言葉を，『または労働組合nたるこ

合には困難を増すだけである。以上の理由から本’ @とを止める』（・・or　shall　relinquish　trade　union

条の削除を提案した。次に・同政府は・「不当な　　membership”）という言葉に改め，同項（b〕にお

強制行為」に閲する第3条について・もし本条が　　いて，『労働組合に加入しているという理由』

組織労働者の保護を目的とするものであるなら　　（“byτeason　of　his　membership　in　a　union”）

ぱ・本条は不必要であ1る。しかし・もし本条が未　　　という言葉を，『労働組合員であるという理由』

組織労働者を保護することを意図するのであるな　　　（・・by　reason　of　union　membership・・）という

らば・労働者に対して・組織に加入するかまたは　　言葉に改めた。これらの改正案を捉案したイギリ

仕事を放棄するかを強要することは・明らかに団　　　ス政府の意見によれば，rまたはその属する労働

結権の白由な行使に干渉する強制（coercion）を　　組合から脱退する』という語句は，特定の労働組

構成するであろうから・本条は・これに対して労　　合の組合員であることを労働者の雇傭条件とする

働者は十分な保護が与えられるべきことを提案し　　労働協約を締結する一若干の国においては労使の

ている。それ故・本条は・いかなる組合保障条項　　代表者の有する一権利と矛盾するものと解釈され

も団結権の自由な行使に干渉する違法な強制行為　　　る恐れがある。南アフリカ辿邦政府は，第1条は

を構成するものと考えられるという理由で・違法　　　『労働組合活動』を妨害するために行なわれる差

とし・従ってまた・ζの条約を批准する加盟国政　　別待遇を禁止することを専ら目的とするというこ

府に対して・当事者に対する十分な保護・換言す　　とを明らかにする必要がある。このような保護が

れば・組合保障条項を正式に禁止することを義務　　　なければ，改正前の第1条によれば，組合保障条

ずけるであろう・と述べている。　　　　　　　　　項は，当該労働協約を締結した労働組合以外の組

　事務局は・これらの加盟国政府の回答を分折し　　合に加入する労働者に不利なものと解釈される恐

た結果・これに基いて訂正を加え・それを事務局　　れがあると主張した。南アフリカ連邦政府は，条

の条約案として総会に提出したが働，その第i　　約案の第3条についても同様の意見を述べた。他

条は・次の通りであった。　　　　　　　　　　　方，オランダ政府は，条約にいかなる組合保障条

　「第1条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項を含むことにも反対している。同様に，フラン

　1　労働者は・雇傭に関する反組合的差別待遇　　　ス政府も，特定の労働組合の組合員であることま

　　に対して十分な保謹を受ける。　　　　　　　　たはこれから脱退することを，労働者の雇入れま

　2　前項の保護は・特に次のことを目的とする　　たは雇傭継続の条件とすることを許す組合保障条
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項は・礫の労働組合の存在する詣国において　（9）馳回総会労側刑係委員会の報告

は・端・の「1由および労働する権不・」についての81i　19494Fの第32回総会は，6月9日醜3回鐡

則と相容れないと述べている。かくして，組合保　　　において，84名（政府側委n36名，労使側委員各

障条項の問題は・若干の政府によって再び提起さ　　～4名）から成る「労使閏係に関する委員会」を設

れている。国際労働条約によって組合保障問題の　　　置㈹したが・’」［務局案に対する委員会の討議に

規制に関する合意に到達することは不可能であろ　　ついて・委n会の報告は以下のように述べている

うということは，近年の国際労働総会において行　　　偶｝。

なわれた汀議から明らかであるように恩われる。　　　先ず，使用者側委員から事務局案の第1条に対

検討しなければならない唯一の問題は，国内立法　　　して3つの修正案が提出された。

の条項により明示的に・または若干の職業の確立　　　その第1案は，第1項を次の条文で置きかえる

された慣行に従って・組合保障条項を許す加盟国　　　ことを提案するものであった。「労働者は，その

が・このために・他の点においては完全に団結権　　団結する権利または団結しない権利の自由な行使

および団体交渉権に関する条約の規定に従った労　　に影響を与えるような，雇傭に関する差別待遇に

使関係制度を有するにもかかわらず・右の条約を　　対して十分な保護を受ける」間。これは，労働者

批准することができない立場におかれるであろう　　の「団結しない権利」（Right　not　to　organise）

かどうかということである。宝際，産業上相当の　　　の保証を意図するものであった。

重要性を占めかつ団結権を擁逃する特に十分な制　　　　第2案は，第2項㈲を次の条文によって置きか

度を有する極めて多くの国が．本条約を批准する　　えることを提案した。すなわち，「（a〕労働組合に

ことを差控えるか，または深く伝統に根ざし，当　　加入しまたは加入せざること，或いは労働組合n

事者によって承認されている慣行を放棄するかの　　たることを継続しまたは労働組合員たることを止

いずれかの選択に直面するであろう。もし総会が，　　めることを，労働者の雇傭条件とすること」側。

第1条第2項の原案に対する改正案にイギリス政　　これは’lr務局案に対して，さらに，「労働組合に

府の与えた解釈を承認するならば，妥協的な解決　　　加入すること」や「労働組合にとどまること」を

が見出されるであろう。すなわち，この方法によ　　規定する組合保障条項をも否定しようとするもの

れば，加盟国（特に襖数の労働組合を有する加盟　　であった。

国）は法律上または慣習上組合保障条項を許容す　　　第3案は，第2項㈲を次の条文によって置きか

ることを本条約の規定に基いて要求されるという　　えるζとを担案した。すなわち，「（b）労働組合員

ことは決してなく，他方組合保障条項を認める加　　であるという理由または労働組合の組合員でない

盟国が本条約を批准することのできない立場にお　　という理由，或いは労働時間外にもしくは使用者

かれることもないであろう」間）と。さらに・最　　　の同意を得て労働時間内に正当な組合活動に参加

終報告書は，これに関連して，「第3条について　　　しまたは参加しなかったという理由で，労働者を

意見を述べた唯一の政府である南アフリカ述邦政　　解雇し，モの仙モの者に対し不利益な取扱をする

府は・本条は各加盟国政府に対して組合保障条項　　　こと」・聞。これも第1案と同様に，「労働組合員

を正式に禁止する義務を負わせるものと解釈され　　でないこと」や「組合活動に参加しなかったこと」

る恐れがあるという理由から，本条は不必要であ　　に対する差別持遇を禁止して，「団結柵を行使し

ると述べている。もし総会が，改正案第1条に対　　ない自由」をも保謹しようとするものであった。

してイギリス政府の与えた解釈を承認するなら　　　以上三つの修正案を支持する使用者側委nの主

ば，同じ解釈が第3条についても明らかに当ては　　なる論拠について，委員会の報告は次のように述

まるであろう。換言すれば，国際的規制は，関係　　べている（刷。すなわち，

加盟国の希望に従って，組合保障条項の問題を決　　　　「第田回総会において，採択された提案は，労

定するよう国家的規制に委ねるであろう」四と　　働者がそう欲する場合にはその団結梱を行使しな

述べている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　い刑有の権利を奪うものではないという一般的合
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意がなされていた。本総会は，この原則を正式に　　　　続いて，フランス政府側委員は，事務局によっ

承認すべきである。さらに，『何人も結社に属す　　　て捉案されている条約案は・第31回総会において

ることを強制されることはない』ということが・　　長い討議の後到達した妥協的結果であって・決し

国連総会によって採択された世界人権宣言第20条　　　て団結しない権利に関するものではないことを指

第2項に規定されている。従って，この原則は一　　　摘した．

般に辿川されているところであり，総会は，この　　　　さらに，イギリス政府側委員は・団結しない権

事窓を無視することはできないと主張した。今　　利を保証する条約は，組合保障条項を規定する団

11，個人の自由，特に働く自山を保証することが　　　体協約と，非組合員とともに働くことを欲しない

重要である。結社の自由は，既に第31回総会で採　　　労働者iこよるストライキとを，違法であると宣言

択された第87号条約によって保証されている。現　　　する政府の義務を包含するように思われる。これ

在問題となっている国際的規制は・労働者が特定　　は，多くの政府が受描するのに極めて困雌を感ず

の労働組合に所属していると否とにかかわらず・　　　る義務であるζこの問題は，政府による規制にも

仕餌を護得しかつ保持する労働者の白山に閨する　　　国際的規制にも適しないと考えると述べた。

ものである。この権利を保証するためには・一定　　　　スイス政府側委員もこれと同様に，修正案の採

の集団行動が基水的人権を侵鐘するのを防止する　　択は，組合保障条項は公の秩序に反するというこ

ことが必要である」と主張した。　　　　　　　　　とを宣言するように政府を義務ずけるが故に反対

　イタリヤ政府側委口（アンゲレリー一（AngelE一　　すると述べ，オーストラリヤ，ニュージーランド

11i）＝訳註）は，複数の労働組台が存在する諸国　　　および南アフリカ連邦政府側委員も，組合保障条

において，特定の労働組合の組合員であることを　　　項は国内立法によって承認されており，事務局案

理由とする差別待遇に対して労働者を保護するこ　　がこれらの修正案によって変更されるならば，こ

との必要性を強調した。　　　　　　．　　　　　れらの政府は条約を批准することが不可能になる

　これに対して，労働者側委員は，これらの修正　　だろうと述べた。

案に反対し，第31回総会は条約案の叩では団結し　　　以上の討議の後，表決の結果，第1案は，賛成

ない権利について明らかに言及しないことを満場　　69票，反対128票，第2案は，賛成73票，反対113

一致で決定しており・事務局によって本総会の提　　票，第3案は，賛成71票，反対工09票で，それぞ

出された条約案はこの決定を明らかに考慮に入れ　　　れ否決された。

ており，かつこの決定をくつがえすべきではない　　　この後，さらに，アルゼンチンおよびイタリア

と主張した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　政府側委員によってそれぞれ，団結しない権利に

　さらに，フランス労働者側委員は，ILOは・　　　閲する修正案が提出されたが，これは提案者によ

その憲章によれば，積極的意味における団結権を　　　り撤回された凸また，ヴェネズエラ政府側委且に

保証する義務を負っているのであって，しばしば　　よって提・出された類似の修正案も，賛成71票，反

団結権を侵害するための口実として使われてきた　　対106票で否決された。

消極的権利を考慮する義務を有していないと述べ　　　　ここで，さらに，イタリヤ政府側委員は，世界

た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人権宣言第20条第2項との関述から，次のような

　故後に，アメリカ合衆国労働者側委員は，働く　　文言による新しい条項を条約案に挿入することを

権利はまた働かない権利を含んでいる。組合によ　　提案した。すなわち，

って締結された団体協約の遵守の全責任を負う労　　　　「この条約のいかなる規定も，何人も結社に属

働組合の組合員は，かかる責任を負わない非組合　　することを強制されることはないと規定する世界

員労働者とともに働くことを拒否する楕i利をもつ　　人権宣言第20条第2項において表現されている原

べきである。多くの場合，団結しない権利を承認　　則を侵すものではない」働。

することは，組合員労働者からこの権利を奪う結　　　　提案者は，提案理山として，国辿総会によって

果になるであろうと述ぺた。　　　　　　　　　　　　採択さオ1たこの宣言は普遍的かつ基本的性格のも
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のであって，従って，総会によって採択さるべき　　　㈹）と。

条約案も宣言において表現されている原則と一致　　　　これについての提案理由として，「組合保障条

しなければならないと述べた。使用者側委員は・　　項の問題は，条約案において無視されるべきもの

世界人権宜言第20条第2項は労使の団体および他　　　ではないが，しかし，これを±く公然と承認する

のすべての団体を対象とするものであるとして，　　　かまたは禁止するかの問題でもない。それは，個

修正案を支持した。若干の政府側委nも・’世界人　　人の権利と労働組合の権利とを’調和させる問題で

権宣言の頂要性を認めたが，しかし，以下の理巾　　　あって，種々の傾向の労働組合が相接・して存在す

から，条約案は第20条箔2項との関係によって解　　　るような国にとっては特に重要な問題である。こ

釈さるべきではないと考えた。すなわち・人権宣　　の問題を解決するためには，組合保障条項締結の

言第20条第2項は・同第23条第4項の「何人も・　　従うべき一定の条件を設定することが必要であろ

自己の利益を保護するために，他人とともに労働　　　う」と述べられている。

組合を組織しかつこれに加入する権利を有する」　　　　これに対して，労働者側委員は，第一に，宗教

という規定に徴して疑問を受け易いこと，国際条　　的，政治的または社会的理由は労働者に対して団

約の条文を他のものとの関係によって解釈するこ　　結しないことを奨励するための口実として使われ

とは望ましくないこと，特にこの場合・人権宣言　　　る恐れがあること，第二に，労働組合は公の官庁

は決議の形式においてかつ原則の表明として採択　　の統制に服することを望まないことを理由に・修

されたものであって，本条約案は国際的に拘束力　　正案を提出した・

のあるものであるということであった。　　　　　　　ところが・今度は・南ア辿邦政府側委」ユ（り一

　労働者側委員も，世界人権宣言第20条に含まれ　　（Lee）＝訳註）は・この問題はもうばら当該国家

ている解釈上の困難からのみならず，修正案の採　　の権限内にあるので・条約は組合保障条項に関係

択は労働者に対して団結しないように奨励する結　　　しないことを明白に規定すべきであるとして・

果になるという理由から反対した。討議の後・表　　「この条約におけるいかなる規定も・組合保障協定

決の結果，賛成％票，反対98票・棄権8票で・こ　　を承認しまたは禁止するものとは解釈されない。

の修正案は否決された。　　　　　　　　　　　　　この問題は国内慣行により規制される」（叫とい

　以上に述べた修正案はすべて組合保障条項の禁　　　う修正案を提出した。

止を意図するものであったが・ここで・さらに・　　　　しかし・イギリス政府側委員は・これらの修正

オランダ政府側委口（ストクマン（Stokman）端　　　案に反対し・オランダ政府側委員の修正案は政府

訳註）によって提出された修正案は，次のように・　　に対して国体協約の締結に干渉する義務を課する

組合保障条項の締結を一定の条件によらしめるも　　であろうし・函ア辿政府側委員の修正案は・組合

のであった。すなわち，　　　　　　　　　　　　　保障協定は条約の範囲外にあることは事務局案か

　「次のような条件における場合を除いて，国内　　　ら明らかであるところから・不必要であると述べ

立法は，特定の組合に加入することを労働者の雇　　　た・

傭条件とする団体協約を承認してはならない。（a）　　　結局・これらの修正案は・次のような委員会の

規約に従ってその組合に加入する権利が存するこ　　結論に基き・撤回された。すなわち・最後に委員

と。（b）特別の場合として，組合加入が，その宗教　　会は・次のように報告している。

的，政治的または社会的信愈に反する場合には，　　　　「当委員会は・組合保障協定の問題は国内慣行

特定の組合に加入しない労働者の個人的自由を保　　　に従って規制すべき問題であるから・本条約をも

迎するために必要な適用制限を団体協約が規定し　　って組合保障協定を承認しまたは禁止するものと

ていること，（c）前項の適用制阻に関しては，公平　　　解釈してはならないという見解を・報告書の中に

な機蝋よって監榊・行なわオτ，かつ必要な場合　表明することに∫己終的意見の一致を見た」6”と・

には，使用者および労働者の組織の正当な利益を　　　　UO　第32回総会における討議

保渡するために，適用制限は公平な条件を伴う」　　　　1949年の第32回総会は・6月30日の第19回会議
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｛脳において，労使関係委員会の報告を検討した　　　これは，この総会の正式の記録となっていない。

｛鞠。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　それ故，この点の討議を進める前に，我々の立場

　同委口会の報告者である英国政府側狛Pljテナン　　を正砿に明らかにするために，この問題点が，今

ト（Tennan［）は，委員会において問題となった　　総会に提起され，この本会議の記録にとどめられ

「団結しない権利」について，特に言及したが，　　　ることを，特に要請する。我々は，モれがこの条

これに対して，先ず，スイス政府代表ラッパート　　約の一部になりうるとは考えないが，スイス政

　（Rappard）は，スイス政府は，討議中の条約案　　　府代表が述べ，スイス労働者代表が賛成した，『加

が単にすべての労働者の白己の選択する組合に加　　　入する権利』という言葉の中に『加入しない権

入する権刮のみならず，もし欲するならば如何な　　利』が含まれるという原則を，この総会が特に承

る組合にも加入しないでいる権利に対しても明白　　認した旨記録すべきである」と述べた。この主張

な確認を含んでいることを望ましいと考えるが，　　　はもちろん，修正案の提出を意味するものではな

しかるに草案はこの後の点についての明白な規定　　　く，総会の記録が明確｛こされることを要請するも

を含んでいない。それにもかかわらず・スイス政　　のであることは，議長の質問に対する答弁から明

府代表が反対投票しないのは・討議中に組合に加　　　らかにされた。

入しない権利が何人によっても争われなかったこ　　　以上の一般討論の庄，条約全体について各条の

とによるのである。むしろ，大多数の代表は亡れ　　表決を行ない，その結果，最後に条約全体を総会

を1明示的に確認することは不必要または不適当と　　にかけることになったが，これに先立うて，先ず，

考えたものと思われると述べた。　　一　　　　　　　スエーデン使用者代表ゼーダーベック　（S6derb一

　これに対して，スイス労働者代表モェリ（M6ri）　　ack）は・デンマーク，フィンランド，ノルウェ

は，団結しない自由は国際条約においては何らの　　一およびスェーデンの各使用者代表を代表して，

地位をももたない消極的規定であるように思われ　　次のように述べた。

る℃私の見解によれば，団結する自由は団結しな　　　　「世界における現在の情勢を考慮するとき，個

い自由を含むことは明白である。従って我が政府　　　人の保誕は組織の保遭と同様に切迫している。も

代表が何故かかる申立をしなければならなかった　　　し個人に対しても同時に自由が保証されなけれ

かを理解しえない。もし総会が条約に消極的傾向　　ば・個人の自由を制限するために力を行使する恐

を含めることに着手するならば一特にこの場合に　　れのある強力な組織の設立に対して保証を与える

は，・団結しない自由を規定するならば，団結しな　　　ことは正しくないと考える。強力な組織はそれ自

い自由は，到るところで，労働組合運動家によっ　　体目的ではない。それは祉会の福祉を増進する手

て，労働者に対する団結しないことの奨励と解さ　　段にすぎない。もしこの条約が佼用看およびツ」働

れる恐れがあるから一従って労働者階級のlllには　　者のマグナ・カルタたらんと欲するならば，組織

ILOに対する大きな不満が生ずるであろう，と　　　外にとどまることを欲する個人，または特定の組

主張した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　織に加入することを欲しない個人を保護するため

　アイルランド使用者代表オプライエン（0’Br一　　の条項を含むべきである。しかるに，かかる保護

ie11）は，団結の自由は団結する自由または団結　　　を与えることを目的とするすべての修正案が委口

しない自由を意味するということを，総会は最も　　会において拒否された。．咋年サンフランシスコに

強い態度で再確認すぺきであると述べたが，アメ　　　おいて採択された第87号条約第11条が疑もなく，

リカ合衆国使用者側顧問ショウ（Shaw）も個人　　或る程度までは個人を保護するとしても，個人目

の権利に言及して次のように述べた白すなわち，　　体の権利に関する必要な保証を欠如していること

「スイス政府代表および労働者代表は，『加入す　　　は，この草案の根本的弱点をなしているので，我

る権利』（“tbe　right　to　join”）という言葉の中　　　々は反対投票せざるを得ない」と述べ，また，同

には，『加入しない権利』（“凸eright皿ot　to　　　様の理由から，スイス使用者代表クンチェン（Ku－

jo…回つが含まれているということを指摘したが，　　nt日chen）も反対投粟を表明した。
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　他方，ベルギー使用者’・代真コーニル（CorniD　　　　　－563．〔a］Li“of　Pエ｝ill15　wllich　might

は，右と同ぱの理山で条約は不完金であるけれど　　　　　Form　a　Basl5　for　Discussion　by　lhe　C。n｛一

も，もし団結椛に対する我々の全面的なかつ無留　　　　　e「ロnce・preparEd　by　the　Intemati加al

保の承認を記録にとどめることができさえすれ　　　　Labour　Office　PP・563－565：

ば，賛成投票する方がよいと述べ，同様に，フィ　　　註（7｝1・EmP1・yer5　and、￥orkers・’一’”sh。uld

ンランド労働都順P｛】ヴェルレリ（wall邑・Dも　　h・v・d・・i・・i・1・bl・・igh‘t…1・bli・h。・g一

魂約は不満足であるがdi・11鯛酬を．1疏るも　　anlsati°ns°f　thei「°wn　ch°°sing　with°ut
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　previOU5　authorisation．

のとして賛成すると述べた。
1言鑓の後，獅｛こよる表決の線，90票対14票　註（8）lbid・・Re剛〔eed°m°f　A5s°ciatl°n
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　and　Industrial　Relatlons．　PP．109－110．

で，条約案は全体として承認され，最終案作成の

醜端・会一附託された・　　　㌣謬）蕊lll漂d蕊蕊蕊「’
かくて・1治は・7月1Llの第22回鑓｛脳’に　　，。11，。，i．e、g，。，＿，　m。ki。g。。mp。1，。，y

おいて・r蹴11権および団イ本交灘についての原　　＿b，r、hip。f＿，t。i。，，。d。。ni。n　a

則の適用に関する条約」に対する最終的記録投票　　　　　c。nditiOn　PrccedenUo　empby皿ent　or　a

を行・なった結果，賛成115票，反対10票・棄権25　　　　condition　of　continu巴d　empluym聞t　does

票で，これを採択したのである（66〕・これが・い　　　　　not国l　withi皿1he　terms　ol　lhis　ResoL

わゆる「第98号条約」である。　　　　　　　　　　　　ution．

　註（n　International　Labour　Confeτence　30†h　　　　　　註（10　1nternational　Labour　Conference　301h

　　　　Se呈sion　l947．　Report、1；Freedom　of　As弓o－　　　　　　Se55ion　l947　Record　of　Proceeding5・1」st

　　　　ci帥』n　a皿d　Industrial　Rehti臼s（LL．　office　　　　　of　MembeF　Delegations・Commiuee　on

　　　　1947）　Chapter　I．　Hi呂tory　of　the　problem　　　　　　Freedom　of　Association　PP・XXX、1－－

　　　　of　freedom　ofロssociation　and　industrial　　　　　　　XXXIX．　Fourth　Sining　23　June　1947・

　　　　relations　before　the　I．L．0．　PP．13－32　　　　　　　　　　　　　PP．　19－20．ApPendix　X：　Freodom　　of

　　　　飼手．醐rlLO・国醐酬関」210買参照．　　A・…i・1i・・｛3｝R・p・・t。f　th・C・mmittee

註（2）lbid．，　PP．2－5、PP．139－143…　　　　　　F・・ed。m。f　Ass・・i“ti肌PP・565－578・

　　　　飼手．戸恥前麟21順　　　　　　荘OD　Ibid・・ApP・・di・X・（3）R・p・・t・f　th・

　註｛3）Ibヨd．，　PP　1－2；PP．7－－12二　　　　　　　　　　　　　　　Committeε　nn　FreedoIn　o｛　As50ci日tion

　註｛4｝函迎とlLOとの協定第3条ほ、次のように規　　　　　　PP・565－578　　　　　・

　　　　定されている．「必要とされる予備的な協窩に従　　　註0カ9．｛2｝lt　should　be　underslood・110weveτ・

　　　　　って，国際労働機関は、国際連合が提案した問題　　　　　　　that　a　pτoUsion　in　a　heely　concluded　col一

　　　　　を理事会の耀題項目に含｝bなければならない。同　　　　　lectiw　agreement　making　membershlp　of

　　　　　じように国迎経済社会理事会およびその委員・会，　　　　　　acertain　tradc　union　n　condition　PTece一

　　　　宿託統治理事会は，国際労働機関が提案した問題　　　　　　dent　to　employment　or　a　eondition　of

　　　　　をその議題項目に含めなければならない」。　（1面　　　　　　cominued　emplo｝・ment　d’oes　not　fall　w｛thin

　　　　際労働事務局「結社の自由」〔労醜教育講座〕　　　the　tem・f　thi・Re・。1・ti…

　　　　第3号46責の訳による）　Ibid．，　P．2　　　　　　　　註03　1ntem皿tional　Lnbour　Conference　30th

註㈲1bid．P．1　　　　・　　　　　　S…i・nl947．R・…d。fP…e・di・g・（1↓・
　　註｛6）　Ibid．，　PP．1－126．　PP．　127－135；　IIllern－　　　　　　　Office　1948）

　　　　　ationa工Labour　Conference　30th　Session　　　　　　註00　1bid、，191h　Sitting　Friday・il　July　t947

　　　　　1947Re〔ord　of　Pr白ceeding5，（LL．　office　　　　　9．45a・凧・PP・299－320

　　　　　1948）Ap卿di。　XωT。．t。f　p・・P・・ed　　荘臼lbid．，20th　Si・細F・id・y・11」・ly　1947・

　　　　Re豊01ution　conceming　Freedom　of　A島50c－　　　　　　4．P・m・PP・321－335

　　　　　i。，i。n。。d　l。d。，t，i。I　Rd、ti。。，，　P，。P、，。d　脚θ1bid。P．319．R・…dV・t・。Nh・R…L

　　　　by，h。1。、。m。，i。．。1　L、b。。，αfi。・．　PP．561　　・・i・・t・P1・・・…h・A脚d・・f　th・・ex‘
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Se55ion　of　the　Conferen亡e：ωtheΩuesti－　　　　　　ations　Application　of　tlle　Principles　of　th巴

ons　of　Freedom　of　Associ且tion　and⑪f　the　　　　　　　Right　to　Organise　and　to　Bargaiτ1　Collect－

Protection　of　the　Right　to　Organise，　with　　　　　　　lvely，……8th　Item　on　the　Agenda　（LL

a　view　to　the　Adoption　of　one　or　several　　　　　　　　　　　Offioe　1948）

Conventions　at　that　Ses呂ion，　and　｛2）the　　　　註｛部　8．　Do　y⑪u　consider　that　the　internati一

Ωue号1ions　of　the　ApPlication　of　the　Prin－　　　　　　onal　regulations　s』uld　includεaprovision

ciples　of　the　Right　to　Organise　and　to　　　　　　　to　the　effect　that　legislation　　　or　a　col1一

B・・gai・C・Uect掴y，・f　C。11ecti・・Ag・e・一　　　・・ti・・e　ag・eeme耐…d・d・d　i・…f。・mity

m・・t・，・fC。ndli・t垣n・nd　A・bit・ati・n・and　　　with　l・gi・】・ti…　　eq・i・i・g　membe，、hip

of　Co－operation　betweEn　the　Public　Auth－　　　　　　　　in　a　given　unbn　a5　a　previous　conditioτ1

0riti已s　and　Employers’and　Worker5’Org－　　　　　　to　engagement，　or　as　a　condition　t白mairl＿

anisallons・f白r　first　Discu5sion・　　　　　　　　　　　　tenance　in　employment，　is　not　incompatible

Ibid．，　P．577・Proposed　Re501ution　collce－　　　　　　　with　the　pr⑪vi5ion50f　the　present　regu－

rning　the　AgendaΩf　the　Next　Session　of　　　　　　lations？

the　Conforence・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ主E』］Ibid．，　R叩ort、冨　（D：Part　I．　4．　The

註問　International　Labour　Conference　31“　　　　　　　　problem　of“Union　SecuritジPP．18－21．

　　　Sessbn　San　Franci5co　l948．、1　Que詞ion一　　　　　註四　Ibi［L，　Report、1ω：Part　I．Conclusion

　　　naire　Freedom　of　ARヌociation　and　Protec　　　　　　V．Union　Security　Clauses　pp．27＿28．

tion⑪f　tlle　R培11t　to　Organise・7th　Item　nn　　　　註岡　Ibid．，　RePort、冨②：PP．23－27．

tlle　Agenda（1・L　Office　1947）　　　　　　　　　　　　註働　Ibid．，　Repf｝rt、薗（2）：Chapter　l　Surv£y

註血Q　Int巴rnational　Labour　Conferellce　315t　　　　　　　　of　dle　Replies　PP．　176－191　（V　Unlon

　　　Ses5ion　lg48．　Report　、1　and　Report　、1　　　　　　　Security　C］auses　PP．189－190）

　　　（SupPlement）Freedom　of　A5s⑪ciation皿nd　　　　註四　Ibid．，　Report、1ωlP．191

　　　P・・tecti…　f　the　Right　t・0・g・・i…7th　　註㈲lbid．，　R・p・・t、1ω：Ch、pt。，ロP，白P。，ed

　　　Ile匝・・the　Agend・（LL・O日・・1948）　　　　C・・cl・・i・n（PP．288－297）Wuni。n　Se，一

註四　Ibid．，　Report　、1　Cllapter　口　Conclusion　　　　　　　urity　Cl日us臼．　5．　Pτovisions　in　national

　　　P．88．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　regulations　requiring　membership　of　a

註胞O　In民rnational　L置b⑪ur　C臼ference　31st　　　　　　　union　as　a　previous　condit輌on　to　employ－

　　　Session　San　Francisco　1948　Report　11｛1）；　　　　　　ment　or　as　a　condition　t白maintenance　iロ

　　　Industrial　Relations．　ApPHcation　of　thc　　　　　　　employment　not　to　be　covered　by　thi9

Prirleiples　of　the　Rigllt　to　Organi冊and　t⑪　　　　　　　Convention．　（P．28g）

　　　Bargain　Col］ecUvely，　Collective　Agreem一　　　　　註駐①　International　Labour　Conference　31st

　　　εnt，　Conci』tion　and　Aτbitration，　and　Co－　　　　　　Ses5ion　San　Francisco．1948．　Record　of

　　　operation　b巳tween　Public　A山horiti“　and　　　　　　　procεedings　（1．L　Office　1950）　List　of

　　　Employers’and　Workers’Organisations．　　　　　Members　of　Delegations　XLI．3rd　Sitting・

　　　8th　Item　on　the　Agenda（LL．　Office　1947）　　　　　　　PP・18－19

　　　Part　I：ApPlication　of　the　Principle呈of　　　　註鋤　Ibid．，　Record　of　Proceedings．　ApPeロdix

　　　the　Right　to　Organise　and　to　Bargain　Co1L　　　　　　X7th　hem　on　the　Agenda：Freedom　of

　　　ectively　（PP．5－34），Ωuestionnaiτe　PP．　　　　　　Association　and　Protection　of　the　Right　to

　　　32－34・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Organlse．　｛2）First　Report　of　the　Com一

註⑳　Ibid．，　Report瑠ωPart　I：ApPlicatbn　　　　　　miuee　on　Freedom　of　Association　and

　　　of　the　Principles　of　the　Right　to　Organi5e　　．　　　　Indu5trial　Relations．　PP．473－480

and　to　Bargain　Collectively　pp．5＿31　　　　　　　註働　Ibid．，　Rec⑪rd　of　Proc¢edings　Appendix

註田　Intemational　Labσur　Conference　31st　　　　　　　　ld　8tll　Item　on　the　Agenda：ApPlicatio皿

　　　S｛≧ssion　1948．　Report瑠｛2｝：Industrial　Reレ　　　　　　　　of　the　Principle50f　the　Right　to　Organi5e
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　　　and　t・BaTgain　C・Hecti・7cly（First　Di・cu－　　　0・gani・・and　t・Bargain　C・11¢ctiveb㌔4th

　　　ssion）．（2｝Third　Report　o杜11e　Commit陀e　　　　　　Item　on　the　Agenda　（LL．0∫fice　lg48）

　　　on　Freedom　of　Associalkm　and　Industria1　　　註㈲　一般的には，第三次報f！｝書は，　Z｝r務局の作成し

　　　Relations　PP・489－492：　　　　　　　　　　　　　　ナこ条約案または勧告案（Proposed　Con、℃ntion

　　　　Intemational　Lahour　C｛，nference・32nd　　　　　　or　Recommendation）を含むのであるが，「団

　　　Sc呈sion　Gcneva　l949・Rep⑪rt　W｛1）：ApPl－　　　　　Eii椛オゴよぴ団体交渉権についての原則の適用」に

　　　ication　of　the　Princil〕les　ohhe　Right　to　　　　　関する第三次報告習では，第31回総会で条約の形

　　　Organise　and　to　Bnrgain　Collecti、°dy・4th　　　　　式をとるか勧告の形式をとるかについての決定を

　　　Item　on　the　Agenda　（LL・Officc　1948）．　　　　　翌年まで延期していたので，　Proposed　Intern－

　　　Chapter　L　Proceerlings　of　the　31st　Ses－　　　　　ationa11nstru1・nentとなっていた。

　　　・i…　臼h・C加fe・en・e・・…e・疏g　th・　　註㈹A，ti，1。　L　1．W・・k…sh・11（・1・・uld）b・

　　　Application　of　the　Principles　of　the　Right　　　　　　accor‘led　adeq岨1e　protection　against　acts

　　　lo　Organise　andωBarμain　Collcct｛vely：　　　　　　　of　allti＿union　discrimination　in　respect　of

　　　Extracts　from　the　Report　ohhe　Confer－　　　　　　their　empb5ment．2．Sllch　protection　shall

　　　ence　Committee　PP・4－6・　　　　　　　　　　　　　　（sllould）　be　acc白rcled，　more　parliclll己rly，

註幟　Ibid．，　Appendix　）‖　PP．48g－－4gD．　Ibi‘L，　　　　　　ngain5t　nα＄calcuhted　lo－－

　　　RePort　WωPP．4－－6　　　　　　　　　　　　　　　　　〔a）　make　the　employmem　of　a　worker

註C珀　International　Lnbour　Conference　31st　　　　　　　　　　subj¢ct　to　the　αmclition　tha　he　shaU

　　　Se5sion　San　Fmncisco　1948．　Report、薗②：　　　　　　　　110t　join　a　unioll　or　shall　w輌dldraw　fro皿

　　　Industrial　Relalions．　Apphcat沁n　of　the　　　　　　　　　a　uni⑪n　to　which　lle　belongs；

　　　Principle50f　the　Right　to　Organi賠日nd　to　　　　　　　（b〕　cause　the　dismissal　〔｝f　or　olherwise

　　　Bargain　Collectively，……8th　ltem　on　the　　　　　　　Prqudicc　a　worker　by　reason　of　hiび

　　　A呂enda　（LL．　Office　l948）　　Chapler　l　　　　　　　　　　　　　membership　in　n田1ion　or　bocause　of

　　　Proposed　Conclusion　PP．288－28g　　　　　　　　　　　　　　　llis　participation　in　unioll　activities　oLlt一

酬1bid．，　ApP，。dl．　M　p．49L　lbid．，　R，P。，t　　　・id・w・・ki・g　h・・・・…wi・1・th・c・n・e川

　　　”）PP．8＿9　　　　　　　　　・r　hi・empl・y・ちwi・hi・w・曲g　h・u…
註㈱　Ibid．，　ApPendix　M　p．491，　IbkL，　Rep⑪rt　　　　n王抑　Intcmntion臼l　Labour　ConfeTence　32nd

　　　W②P．．g　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Se§sion　G巴nev三吐949，　R叩ort　W②：Appli一

註岡　Ibid．，　ApPendix罰Proposed　Conclusion．　　　　　　　叩tion　of　thc　PrinciplC50f　the　Rlght　to

　　　P，。P。、ed　R・，・1・ti・・P．493　　　　　　0・即i・…dt・B・・g・i・C。ll・・ti・・ly・4th

註［囚　Intemational　Labour　Conference　31st　　　　　　　he1110n　the　Agenda　（LL・0〔fice　1949）

　　　Scssion　San　Frmcisco，　1948．　Rec⑪rd　of　　　　　　Chapter　L　Replies⑪f　The　Govemments

　　　Proce｛≧dings　（LL．　OHice　l950）15tll　Sitting　　　　　　　　PP・　2－13

　　　Tuesday，　6　July　1948，10　a．m．　PP．228一　　　　　註｛砲　1bid．，　CIlapter　l　Analysis　of　the　Rep］ies

　　　244．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑪f山eGovernments．　PP．14－23．　ChaPter

註働　Ibid．，　PP．231－2ユ3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田Conclus匝ns　PP・24－34・　Ch三1p托r　W　pro一

註UO　Ibid．，18th　Sitting　Frid且y，　9　Ju1｝’1948，　　　　　　pnsccl　Text　PP・35－43・

　　　10a．ln．　PP．259－275　　　　　　　　　　　　　　　　註曲　Article　1．　1．　Workers　sllaU　en，oy　adeq一

註｛4n　Ibid．，　PP．268－269　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L1血te　protec！ion　against　acts　of　antトunion

註倶色　Ibid．，1gth　Sitting　S田urd且y，10　July　1948・　　　　　　　　discrimina！ioll　lrl　respecl　of　their　e而ploy－

　　　9．45口．m．　PP．276－29T　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　mel“．　　2．　Such　protection　shall　apply

駐㈲　1bid．，　P．291　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　mt】re　p｛1rticular1｝・in　rospect　to　acts　Calc一

註㈹　1nternntional　Lallour　Conference　32nd　　　　　　　　ull吐ed　lo：

　　　Session　Gcneva　1949，　Report　W（D：ApPli－　　　　　　｛a｝make　the芒皿ployment　of　n　worker

　　　cation　of　the　Principles　nf　lhe　Rigllt　t⑪　　　　　　　　s［1bハect　to　thc　conditbll　that　he　shnll
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　not　join　a　unioll　or　shall　relinquish　tmde　　　　　　entlon　m臼y　aHect凸e　priclple　expres5ed

　union　member5hip；　　　　　　　　　　　　　　　　　　in　Article　20、　paragraph　2．　ol　the　UniΨ一

｛b）亡aロs芭　the　dismi5§al　of　or　otherwise　　　　　　　αsal　Declaratlon　ol　Human　Rights・whヨch

　　pre］udice　n　worker　by　reason　of断ion　　　　　　　provides　that　no－one　may　be　compelled　to

　　member511垣　or　because　of　his　particip－　　　　　　belong　to　an　assodation．（lbid．，　P．467）

　　　　　・・i・ni…i。・…i・輌・i・・・…id・w・・ki・g　註㈱N。，i。。、11。gi，1・・i。・m・y加・…h・・i・e

　　　　　h・・・・…wi・h・he・・・・・…闘・・mp－　　，。11。c，i。e　ag，e，ment，　whi。h　m・k・・h・

　　　　　1・y…withi・w・・ki・g　l・・u…　　　　　　。mpl。yment・f　w・・k…s・bj。・t　t・th・i・

註田　Intemational　Labour　Conference　32nd　　　　　　　　joining　a　specilied　union　or　uTlions，　exc巳pt

　　　Session　Geneva，1949，　Report　IV｛2｝：ApPl－　　　　　　on　the　foUowing　conditions：

　　　i・・ti・n・f・h・P・i・・ipl…hh・Right　t・　　　（、｝，h。t　th。，e　i，　a噛ht。1・dmi・・i・・t・

　　　O・g・・i・…dt・B・・g・i・C・11・・ti・・ly・4・h　　　，h。。ni。。。，、。i⑪。、　i。　a，、⑪，，1。。、ewith

　　　It・m・・th・Ag・・d・（1・L　OHi・e　1949）　　　　，h。，、1。、；

酬lbid・・PP・26－27　　　　　　　　｛b）、h、t　th，，。ll，c，i。，。g，。，m，。、　p．。。．

註臼lbid・・PP’29－30　　　　　　　　id。，1。，、h。　n。c。，、a，y　d。，。9。，i。n，，。
灘1・・ern・・輌・n・1　L・b・u「C輌ence　32nd @　　h。　m、d。　i。。，d。，，。、，｝，g。a，d，　in

　　　S…i・叫1949・Rec°「d°f　P「°ceedings．　　P、，，i、。1、＿e，，輌。di。id岨11，eed。m

跳。蕊e謂≧撫idM；霊蒜　　・f・h・w・・k－t　t・」・i…？杣i：d

　　　J岨，1949．C＿itt，e加L。b。町R。1・・i・・…　　　i・・i士it　i・c°nt「“「y　t°the1「「el1－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　gious，　po｜hical　oτ　goci日l　bl三liefs；

　　　PP．17－18
註観lbid。　ApP，。di。、・、1。d・…i・I　R・1・・i…　　（c）that　511pe「vi5i°n　is　exe「cised　by　an

　　　ωR，p。，、。f，h。　C＿itt・e・n　I・d・…i・1　　　imp…i・1　b・d・wiしh「e・a「d　t°the

　　　R。1。，i。。，．　PP．464＿47g　　　　　　　d…g・・i・n・menti°ned　in　the　p「ece一

註劇．W。k。，，、h。ll・・j・y・d・，岨・・p・…cli－　　　di・g　Pa・ag「aph　and　that‘hey　a「e　acc－

　　　。。i＿，P。c，。いh，i，　emp1・卿n・・蜘・・　　　。mp・・i・d・wh・・e…e・・a・y・hy　equit－

　　　。d。。正dl，c，imi。。ti。n。II，，ti。g・h・f・ee　　　ab1・…diti。・・・…f・g岨・d・h・1・gi－

　　　。．，，ci、，。f　th。i…ght　t。。，g。。i、e・，　n。t　　　tim…i・…e・t・・1・mpl。y…’・・d

　　　，。。，g。。i，，．（lbid．，　P．466）　　　　　　　w。・k…’・・9・nl・a・i・…（Ibid・・P・467）

註鮒　㈲　Make　the　employment　of　a　lworker　　　註細　Nothing　in　this　ConvenUon　shall　be

　　　　　　subjeet　to　the　condit輌on　that　he　sllaIl　　　　　　　　　　inteτpret｛≧d　as　either　authorising　or　prohi－

　　　　　　or　shall　not　pin　a　union，　or　shall　con－　　　　　　biting　union　secu由y　arrangemems．　Thi8

　　　　　　tinue　or　relinqui5｝1　trade　union　membe－　　　　　　question　sha11　be　regula忙d　by　national　pra－

　　　　　　　T8hip；　（lbidr　P．466）　　　　　　　　　　　　　　　　　ctioe．　（Ibid．　P・468）

註闘　〔b）Cause　the　di宮mi呂gal　ol　or　otherwi5e　　　　註働　Ibidr　p．468

　　　　　　　P噸di・・a．w・・k・・i…・p・…fhis　醐工bid。19，h　Si，ti。g　Th・，、d、y，3。　J…

　　　　　　　・mp1・ym・m…by・⊇・・士hi・mem－　　1949，10。．m．．　PP．305－323

　　　　　　bemhip　or　non－membeτ9｝1ip　in　a　un▲on
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　註60　1bid．，　PP．306－317

　　　　　　　0r　becau5e　o量11is　panicipation　or　non－

　　　　　　　P、，，id剛。口1，gi，im。，＿i。＿，i。一　掴lbid・2加d　Si蝿F「iday・1July　1949・

　　　　　　　i、…，。。u、、…d。　w。，ki。g　h。。，，。．，　wi、h　　3・30P・m・PP・343－354

　　　　　　　the　con8ent　of　hig　employer，　wilhin　　　　註脚　Ibid．．　Final　Vote　on　the　Conventioロ

　　　　　　　w・orking　hours．　（lbid弓P．466）　　　　　　　　　’　　coneerniロg　the　ApPlicat輌on　of　t｝ヨe　Princ■

孟主6臼　Ibi乱，　P．466．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　iples　of　the　Right　to　Organise　and　to　B日r一

註島9　None　ol　the　proΨi督ion8　0丘thig　Conv－　　　　　　　galn　CollectiΨely　P．352
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　4結語　　　　　　　　 いることは，労働組合運勅の歴史が示すところで

　以上において，戦前・還後を通じて，ILOを　　　ある。この意味において，労働者側は，消極的団

舞台として論ぜられた「消極的団結権」の問題を，　　結権の保陣は，団結しないことの奨励として利用

特に戦前の第10回総会における討議と，戦後の第　　　され，団結権保障の意味を没却するものとして，

87号および第98号条約の成立過程における論議と　　終始反対してきたのである。団結権は，その発展

から，考察してきたが，この問題の国際的規制が，　　の歴史が示すように，労働者個人の自由を或る程

如何に困難なものであったかが判るであろう。す　　　度侵害し，制約するという団結強制の機能を含ん

なわち，以上に記述した経過からみて，明らかな　　　でいることは，必然的な要請であって，このため

ように，消極的団結権とそれをめぐる組合保障措　　の組合保障措置は，労働組合組織の拡大強化にと

置の問題は，ILOにおいても終始激しい議論の　　　って不可欠のものとして発展してきたものであ

対象となり，労使双方の最も対立した問題であつ　　る。このような団結権の本質については，ILO

た。使用者側は，戦苗∫戦後を通じて，一貫して間　　　における討議の中にも，労働者側によって強調さ

人のrl由を根拠として消極的団結権の保障の問題　　　れた。歴史的に生成した団結権概念は，団結の前

を提起し，労働者側は，戦後，一部労働者側代表　　　には，個人の白由は制約・侵書されることのあり

による使用者側との同調はあったとはいえ，大多　　　うることを当然の前提としているという己とがで

数はこの問題の提・起に反対し続け・戦後において　　　きる。団結権はまさに団結という団体の権利であ

漸く団結権を保障する条約は成立をみたが・消極　　ることを本来的な性格とするものであって・単な

的団結権をめぐる組合保障措置の問題は・今日も　　る個人権ではない。従って・団結権を個人の自由

尚最終的解決を得ることができず・特に第98号条　　　と同一平面において論ずることはできない。消極

約の成立経過からみて，この条約は・組合保障協　　的団結権は，団結権の名に値しない単なる自由権

定を承認するようにも，また禁止するようにも解　　であって，労働基本権たる団結権とは異質のもの

釈されてはならず，この問題は国内慣行に従って　　である。消極的団結権を強調することは・団結の

規制さるべきものとして，問題の解決を各国の慣　　　個別的自由への解体を意味する。それ故にまた・

行と法制に委ねたのである。ILO条約のこのよ　　労働者個人によってではなくて・むしろ使用者に

うな基本的態度は，理事会・結社の自由委口会に　　よって，有力かつ好都合な手段として利用されて

申立てられた若干の事件における委員会の取扱い　　きたのである。

の態度にも反映して，委員会は，組合保障措置に　　　ところで，戦後のILOにおいては，消極的団

関する事件においては，これに対する見解を表明　　結権の保曄の要求は，個人の自由の立場に立つ使

すぺき立場にないことを明らかにした口㌧　　　　　用者側からだけではなくて，労働者側からも，一

　このように，ILOは，組合保障措置の問題の　　部のクリスチャン系労働組合代表者によって主張

解決を各国の慣行に委ねているからといって・消　　　されたことは，住目しなければならない・しかし・

極的団結権の国内法的保障と組合保障措置の禁止　　　それは・単なる個人的自由の保障要求としてでは

を招来すべきではない。既に考察したところから　　なくて・労働組合運動の進展に伴って拡大強化さ

明らかなように，使用者側は，戦前戦後を通じて　　れてきた強大な組合による労働市場の独占化によ

一貫して個人の自由の保障を最大の根拠として・　　　って，少数組合に弱少化したクリスチャン系労働

荊極的団結権の国際的保障を要求し続けてきた　　組合が・少数組合権の保障要求として主張するに

が，しかしそれは，ただ使用者の利益を意味する　　至ったものである。戦後の諸国において組合保障

だけであって，それ以上に積極的に労働者個人の　　措置が疑問視され・消極的団結権の問題が提起さ

基本的人権の保謹にまで関心と努力を払うことは　　れているのも・このような傾向によるところもあ

なく，むしろ，労働者の個人的権利として保瞳す　　　り，理由のあるところでもあろう。しかし・組合

ることをロ実として，消極的団結権の背後には労　　　保障措置や組織強制というのは・本来・労働者の

働組合の団結に対する攻撃的破壊の意図が潜んで　　団結の統一化・組合組織の拡大強化を目的とし
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て，団結に必要不可欠のものと考えられてきたも　　反するものではないとはいえ，団結権の本質，1

のである。従って，大多数の労働者を統一皐11i集す　　　LO条約の成立過程とその精神からみて，決して

ることに成功した大組合は，事宝上，弱少組☆を　　　好ましいものではなく，団結権保障の正常な方向

抑圧することになろう。ただ，弱少組合を著しく　　に反するものであるということができる。

抑圧し，その存在を不当に脅やかし，少数者の職　　　　最後に，ILO条約が，消極的団結権と組合保

場を剥田するような場合には，事情によっては違　　　障措置の問題を各国の法制と阻行に委ねたので，

法視されうることもあろう。しかし，それだけで，　　結局，各国における組織強制の法理の吟味が必要

直ちに，泊極的団結権を保障し，組合保障措置を　　　となってくるが，これもまた，法体制や法形式の

一般的に違法なものとして禁止すべき理山とはな　　単なる類似性からの法理の直輸入によるべきでは

し陛い。組合保障措置は，労働組合運動の必要不　　　なく，まさに，我が国に独自の立場から，法制や

可欠のものとして，しかも，その行使や機能に対　　伝統と組織の実態に即し，かつ団結権保障の精神

して状況に応じた合理性を要求することによっ　　に合致した法理を構成することが必要であって，

て，一般的には適法なものとすべきであって，た　　これに基づく国内法の整備が条約批准の条件とし

だ，絶対的な適法性・違法性を附与すぺきもので　　て要求される。ILOが，この問題の解決を，画

はなかろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　一的な国際的規制によってなし得ず，また敢えて

　第98号条約の成立過程や，理」［会・結社の白由　　　しなかったことが，これを示唆しているように思

委口会の態度からみても判るように，組合保障措　　　われる。

置の問題は各国の慣行と法制に委ねられたものと　　　註（D理事会・結社の自由委員会が取扱った事件のう

いう解釈がとられているが，それは決して1LO　　　　　　ち・組合保1鞘晋置に関すろ申立i劃牛には・たとえ

条約に規定された団結権保障の精神を否定し，こ　　　　　ば・96号（イギリス）事件・114号（アメリカ合

れに反するような国内的法規制や慣行を歓迎して　　　　　衆国）事件・1田号（南アフリカ）打件・120号

いるものとは解釈することはできなし・であろう。　　（フランス）耕および12°恒フランス）縛

国内立法によって消極的団結描を保障することが　　剥物どがあるが・繍1ま瀬鋤関係」・・ζれ

組合に加入しないことの奨趾なるような事榔　㌶繁㌶鷲『㍗鑑㍍麓
存する場合には，国内立法の条約違反を構成する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　詳細な研究は，花見忠「ILOと消極的団結権
ことにもなろう。第98号条約が・消極的団結権の保　　　　　ω」日本労働協会雑誌第4号（1959年7月）44一

障を規定しなかったのは・条約の成立経緯が示す　　　　　50頁を参照されたし。　cf．　ILO　OIficial　BulL

よう‘こ、組合保障措置を法認する諸国の条約批准　　　　　efin；C．　Wi】fred　Jenks，　The　Intema！：onal

を妨げないようにする配慮とともに，組合保障措　　　　　Pr。tεction　d　Trade　Uni・コFreedom．1957，

置の禁止の破極的ロ実を与えないことにあったと　　　　　PP・334～336

みることができ，条約がこの問題に触れずに国内　　　（附記）本稿は，ll召和38年度文部省科学研究費に

の慣行に委ねたといっても，それは無関心を示す　　　よる「総合研究」（メンバーは，九大・林，深

ものではなくて・あくまで，団結権の保障の配慮　　　山，石松，熊大・荒木，九工大・古賀）におけ

によるものであったのである。　　　　　　　　　　　る研究成果の一部である。本稿は石松が収集し

　以上のような考察から朋らかなように，消極的　　　た資料に基き，石松・古賀が共同研究討議した

団結権の国内的保障は，lLO条約に積極的に違　　　結果であり，原稿の執筆は石松が当った。


